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Ⅰ は じ め に

本稿では，キャンパス（学校，特に大学）におけるハラスメント問題（以下，「キャ

ンパス・ハラスメント」という）を考察す
1

る。筆者は永年，ハラスメント問題の研究を

続けているが，その問題意識は，企業の法務スタッフとしての立場から，予防法務とし

て，組織とその職場環境をどう守るかという点より発してい
2

る。当初より「企業側に立

って対策を企業に説くことは労働者の利益につながる」ことでもあると考えていたが，

その点は今も変わらない。組織全体が問題意識を共有したうえで，組織の問題として動

くことが組織構成員それぞれの行動に有効に作用するからである。そして，組織におけ

る予防法務という意味では，対象が企業から学校に変わっても同じであろう。学校側に

立って対策を学校に説くことは，そこで働く教職員や学生らの利益にもつながるはずで

ある。

以下では，キャンパス・ハラスメントの問題を扱うのであるが，職場のハラスメント

の方がよく知られているだろうから，まずキャンパス・ハラスメントを一般の職場のハ

ラスメントと比較しながら，その法的性質を確認する。次に，最近の判例を眺めて，2

つの傾向を指摘する。すなわち，第 1に，加害者とされた側が反撃をする「ファイトバ

ック・ケース」がよく見られるようになっていること。第 2に，セクシュアル・ハラス

メント事件においては，問題となったハラスメント行為が「被害者の意に反していたか

否か」判定しなければならないが，その事実認定が困難であるケースが見られることで
────────────
１ 職場のハラスメントについては，論稿を別にして，論じる予定である。
２ 吉川英一郎（2004）『職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題』レクシスネクシス・ジャパン，
ⅸ頁（はしがき）参照。研究開始のきっかけは，国際法務スタッフとして，米国雇用差別訴訟に対する
警戒から国際訴訟予防のための企業向け論稿の執筆であった。吉川英一郎（1998）「日系国際企業とア
ンチセクハラ・プログラム（上・下）」『国際法務戦略』7巻 1号 50−57頁及び 2号 50−55頁参照。
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ある。そのような判決例を検証した上で，実際の大学はどのような点に注意して，ハラ

スメント紛争の発生を予防すべきか，検討してみたい。

Ⅱ キャンパス・ハラスメントと職場のハラスメント，
その共通点と相違点

1．ハラスメントの分類と「キャンパス・ハラスメント」

便宜上，分類のため，場（場所・領域）とセクシュアリティとに着眼し，ハラスメン

トを 4タイプに分けて整理したことがある（第 1表参
3

照）。職場か（性的か，非性的

か），学校か（性的か，非性的か）という分け方であ
4

る。人間関係で理解すると，職場

には，上司・部下間，先輩・後輩間又は同僚間という関係が見られ，学び舎としての学
5

校には，師弟（教員・教え子）間，上級生・下級生間，同級生間という関係が見られ

る。

────────────
３ 吉川英一郎（2010）「ハラスメント」齋藤修編『慰謝料算定の理論』ぎょうせい，271−272頁参照。な
お，「キャンパス・セクハラ」や「アカハラ」という用語は，高校以下の学校におけるハラスメント問
題が目立たない時期に用いられたが，高校以下の学校におけるハラスメント事件も多く表に顕れるよう
になった今，それらを呼ぶ際にはそぐわないかもしれない。高校以下の学校におけるハラスメント問題
は「スクール・セクハラ」，「スクール・パワハラ」（教師による体罰や同級生間のいじめも含まれる）
と呼ぶほうが良いだろう。「スクール・セクハラ」については既に用例が多くみられる。また，小学校
から高校に至る過程で見られる児童・生徒に対する行き過ぎた指導が原因の「指導自殺」を扱った論考
として，長谷川隆（2014）「教師から『行き過ぎ』た生徒指導を受けた児童・生徒が自殺した場合にお
ける学校設置者の民事責任について－一つの中間報告的考察－（1）（2・完）」『判例時報』2215号，3−23
頁及び 2216号，13−29頁が大変詳しい。

４ ハラスメントが発生するのは，職場・学校に限らない。他の類型としては，スポーツにおけるハラスメ
ント（コーチとプレイヤー間，協会団体役員とプレイヤー間のハラスメントなど），病院や介護施設等
におけるハラスメント（医者と患者間，職員と利用者間のハラスメントなど），宗教上のハラスメント
（教祖と信者間のハラスメントなど）といったものが存在する。ただ，事案の数としては，企業等の職
場を舞台とするものと学校を舞台とするものが圧倒的に多い。

５ ここでは，「学校」の中の職場は「職場」として理解している。
６ 2014年 6月，ミラノで開催された第 9回職場のいじめ・ハラスメント国際会議（9th International

Conference on Workplace Bullying and Harassment）において，筆者は，パワハラを“Power Harassment”
として紹介したが，英語として理解され得ないというものでもなさそうである。See Yoshikawa, E.,
（2014）Harassment Law in Japan and Trends in Recent Cases, The Doshisha Business Review Vol.66, Nos.3 �

第 1表

ハラスメントの性質
場所的特性

性的（Sexual） 非性的（Non-Sexual）

職場におけるもの
（労働に関わるもの）

職場のセクハラ
Workplace Sexual Harassment

パワハラ
Workplace Bullying*

研究・学びの場におけるもの
（労働に関わらないもの）

キャンパス・セクハラ
Campus Sexual Harassment

アカハラ
Academic Harassment

注 1 “power harassment”は和製英語であり“workplace bullying”が英訳語として近いだろ
6
う。

出典：吉川英一郎（2010）「ハラスメント」齋藤修編『慰謝料算定の理論』ぎょうせい，272頁の表を
一部改変。
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「キャンパス・ハラスメント」という言葉はよく用いられているが，定義がさほど明

確なわけではない。広義にも用いられるし，狭義にも用いられる。諸大学の学則に見ら

れる「キャンパス・ハラスメント」は上表下段の意味で狭義にも用いられるが，学内セ

ミナーやパンフレットなどで紹介される，当該大学のハラスメント予防システムに関し

て用いられる「キャンパス・ハラスメント」には，キャンパス内で生じる様々なハラス

メント行為を，上表上段の職場のハラスメントを含めて，広く指している場合が多
7

い。

この場合，職場のハラスメントの方は，学則だけではなくむしろ法人の就業規則や服務

規律によって規制されるだろう。例えば，職員間のハラスメントも，キャンパス内で生

じる場合，キャンパス・ハラスメントとして，全学の相談窓口で処理されることもある

だろうが，これは純粋な職場のハラスメントの問題である。一方，教授と指導下の大学

院生・学生（労働者でない）との間のハラスメントの場合は，労働法の関与しない，ア

カデミックな又は教育上の関係のみに由来するハラスメントである。さらに，教授と准

教授との間のハラスメントの場合は，上記の両方，つまり，職場の上司・部下間のハラ

スメント（労働法下の労働関係と見られる）として理解できるだけではなく，アカデミ

ックな研究者間の関係，学会の序列に服する関係（労働法に支配されない）としても理

解できる場合がある。このようにキャンパス・ハラスメントという場合，様々な性質が

同時に包含されていることを理解しなければならない。

広義でキャンパス・ハラスメントと言った場合，上表 1の 4つのタイプが皆，含まれ

ることになる。しかし，キャンパス・ハラスメントに様々な性質が混在するとしても，

いずれの性質のハラスメントも，①人権侵害（大学の社会的責任として許してはならな

い），②健全な職場環境・学習環境の破壊（生産性を落とすことになるため大学の能

力・役割の劣化につながる），③組織の評判と士気への悪影響をもたらす（大学の人的

活力の劣化につながる）という点で共通している。特に，ハラスメント問題はグローバ

ルな人権問題であり，インターネット上，毎日報道されている現実があって，世界が注

目する「組織経営上の問題」と言え，世界基準に見合ったコンプライアンスを構築する

ことが必要である。そして，ハラスメントのタイプによって，規制に関して組織内（学

内）の根拠規程が異なったり，後述するように民事訴訟における法的な根拠が若干異な
────────────
� & 4, PP.84−102, at 85−86（同志社商学 66巻 3・4号 84−102頁）．この報告の資料中でも引用したが，厚
生労働省の広報資料にも“Power Harassment”という用例は見られる。
http : //www.mhlw.go.jp/english/policy/employ−labour/labour−standards/dl/labour_standards_bureau.pdf（2015
年 1月 31日閲覧）。

７ 例えば，明治大学，同志社大学のウェブサイトに示されたキャンパス・ハラスメントは広義である。
http : //www.meiji.ac.jp/koho/academeprofile/activity/harassment/outline/
https : //www.doshisha.ac.jp/students/healthcare/harassment.html（2015年 1月 31日閲覧）
一方，関西学院大学のウェブサイトに示されたキャンパス・ハラスメントは狭義で職場のハラスメント
に言及していない。http : //www.kwansei.ac.jp/students/students_001871.html http : //www.kwansei.ac.jp/a_
affairs/attached/0000056128.pdf（2015年 1月 31日閲覧）
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ったりするとしても，人権侵害行為として，4タイプのハラスメントは共通の性質を帯

びていることから，それを予防・除去するシステムも同一なものが通用しそうである

し，その方が効率的であろう。

2．ハラスメント法とキャンパス・ハラスメント

（1）職場のハラスメントに関する規制（法的な根拠）

まず，職場のハラスメントについて触れる。職場のハラスメントについては，労働法

分野の制定法や厚生労働省の指針が背景にあって公序を形成し，また，行政指導の根拠

ともなる。しかし，実際には，職場に生じるハラスメントが違法視されて，ハラスメン

ト行為を被った被害者が自ら損害賠償を求めて民事訴訟を起こせることが重要である。

日本において，その根拠としての役割は通常，「民法」が担い，その適用が判例法とし

て集積している。具体的には，後述の通り，不法行為法（民法 709条），特に使用者責

任（同 715条）と，時折，契約法（労働契約違反という理屈で債務不履行を規定する民

法 415条）が適用される。

この点について，職場のセクハラとパワハラに関して順に触れよう。セクハラに対し

ては，「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（以下，

「男女雇用機会均等法」）第 11
8

条とそれに対応する厚生労働省の指針（2014年 7月に改

正版が示されてい
9

る）がある。それらは，賠償請求の根拠となる規定を持たないため，

「職場のセクハラ」は主に，民法（不法行為法）上の「（個人の）人格権侵害」として処

理され，場合に応じて，労働契約違反として債務不履行としても論じられている。

職場のパワハラについては，厚生労働省が 2011年にワーキング・グループを立ち上

げ，パワハラの定
10

義が示されて，近時話題となり，パワハラが防止すべき違法行為であ

────────────
８ 男女雇用機会均等法第 2節に含まれる同法 11条は，一般職の公務員など対しては適用除外となる（同
法 32条）。男女雇用機会均等法が適用されない国家公務員については，平成 10年 11月 13日付人事院
規則 10−10（セクシュアル・ハラスメントの防止等）及び平成 10年 11月 13日付人事院事務総長通知
「人事院規則 10−10（セクシュアル・ハラスメントの防止等）の運用について」（平成 19年 2月 9日最
終改定）に基づいて規制が働く。http : //law.e−gov.go.jp/htmldata/H10/H10F04510010.html 及び http : //
www.jinji.go.jp/sekuhara/unnyoutuuti.pdf 参照（2015年 1月 31日閲覧）。

９ 平成 25年 12月 24日厚生労働省告示第 383号の「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に
関して雇用管理上講ずべき措置についての指針の一部を改正する件」参照。厚生労働省プレスリリース
として，http : //www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000033232.html 参照。また，参照新旧対照表として，http : //
www.mhlw.go.jp/file/06−Seisakujouhou−11900000−Koyoukintoujidoukateikyoku/sekuhara_1_3.pdf 参照（2015
年 1月 31日閲覧）。

１０ 厚生労働省のワーキング・グループが示したパワハラの定義は次の通りである：「同じ職場で働く者に
対して，職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に，業務の適正な範囲を超えて，精神
的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為」。また，ワーキング・グループは，これを次
の 6類型にブレークダウンして説明している。（1）身体的な攻撃：暴行・傷害，（2）精神的な攻撃：脅
迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言，（3）人間関係からの切り離し：隔離・仲間外し・無視，（4）過大な
要求：業務上明らかに不要なことなどを要求，（5）過小な要求：仕事を与えない等，（6）個の侵害：私
的なことに過度に立ち入ること。平成 24年 1月 30日付プレスリリース「職場のいじめ・嫌がらせ問�
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るという認識が広がった。厚生労働省もそのような認識を広めてい
11

る。ただ現時点で

は，パワハラを定義し規制する制定法（労働法分野の特別法）上の根拠は無い。また制

定法上の根拠が必要かどうかの議論もそれほどの盛り上がりを見せていないように思わ

れる。司法においても，パワハラ訴訟はよく見られるようになったが，当初から裁判所

はセクハラの場合と同様，民法を適用している。しいて言えば，労働契約法第 5条（安

全配慮義務）が，パワハラに対する雇用主の責任を黙示していると読めなくはない。そ

して，さらに一歩進んで，この労働契約法 5条に，セクハラの場合における男女雇用機

会均等法 11条の役割を期待する考え方も見られ
12

る。しかし，パワハラをめぐる判決で

裁判所は同法に言及していな
13

い。

結局，職場のセクハラも，パワハラも，賠償請求の根拠としては，①被害者が加害者

に単純に不法行為責任を問う（民法 709条），②被害者が加害者の雇用主にその（不法

行為法上の）使用者責任（民法 715条）を問
14

う，③被害者が自身の雇用主の（不法行為

法上の）配慮義務違反（民法 709条）を問う，④被害者が自身の雇用主の労働契約上の

債務不履行（民法 415条）を問うという理屈とな
15

る。

（2）学校のセクハラ・アカハラを理由とする賠償請求の法的な根拠

キャンパス・ハラスメントのうち，職場のハラスメントを除いた前掲第 1表下段の

「研究・学びの場におけるハラスメント（労働に関わらないもの）」に関して話を進めよ

う。規制としては，労働行政の範疇ではなく，教育行政の話である。

まず，キャンパス・セクハラ（スクール・セクハラを含む）についてであるが，研
────────────
� 題に関する円卓会議ワーキング・グループ報告について」に，報告書が添付されている。http : //www.

mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000021i2v.html（2015年 1月 31日閲覧）。
１１ 例えば，パワハラ対策のためのウェブサイト「明るい職場応援団」を開設している。http : //www.no−

pawahara.mhlw.go.jp/（2015年 1月 31日閲覧）。
１２ 「男女雇用機会均等法第 11条は，セクハラ行為によって労働者の就業環境が悪くなることなどがないよ

う，働きやすい環境を作るよう使用者に必要な措置を講ずる義務を定めている。これと同様のことが，
就業環境調整保持義務についても労働契約法によって定められたと考えて差し支えない。理屈として
は，労働契約法でいう『生命，身体等の安全』には，人格権の安全が含まれると解釈されることにな
る。つまり，使用者には，労働契約法第 5条によって就業環境調整保持義務が課されたことになる」。
笹山尚人（2012）『それ，パワハラです 何がアウトで，何がセーフか』光文社。

１３ 例えば，パワハラ事案の「ザ・ウィンザー・ホテルズインターナショナル（自然退職）事件」（控訴審
判決につき東京高判平 25. 2. 27，労判 1072号 5頁，第 1審判決につき東京地判平 24. 3. 9，労判 1050
号 68頁）で，原告が法的根拠としたのは，「民法 709条，715条及び 719条又は労働契約上の職場環境
調整義務違反」であり（労判 1050号 71頁），これに対し，東京地裁は，パワハラの法的性質について，
民法 709条所定の不法行為を構成するかを検討し肯定しているし（労判 1050号 84頁），東京高裁も不
法行為責任（と使用者責任）として賠償責任を肯定している（労判 1072号 18頁）。

１４ 使用者責任に関しては，加害者の地位・立場により，民法 715条ではなく，別の法条が適用される場合
もある。例えば，加害者が公務員の場合は，国家賠償法 1条 1項が適用されるのが通常であるし，加害
者が法人代表者である場合は，会社法 350条や一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 78条の適
用が考えられる。吉川（2010）272頁及び 283頁（注（11））参照。

１５ かつて職場のセクハラに関し，裁判所が依拠する賠償責任の法的根拠について，吉川（2004）35−67頁
で整理した。
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究・学びの場においても，職場の場合と同様，セクハラの方がアカハラよりも先行す
16

る。内閣府の推進する「第 3次男女共同参画基本計
17

画」は「第 9分野：女性に対するあ

らゆる暴力根絶」という点で，職場のみならず，大学など「教育の場におけるセクシュ

アル・ハラスメント防止対策等の推進」を謳
18

う。第 3次男女共同参画基本計画は，担当

府省を文部科学省として，次の 4点を規定している。

○ 国公私立学校等に対して，セクシュアル・ハラスメントの防止のための取組が進

められるよう必要な情報提供等を行うなど，セクシュアル・ハラスメントの防止

等の周知徹底を行う。

○ 大学は，相談体制の整備を行う際には，第三者的視点を取り入れるなど，真に被

害者の救済となるようにするとともに，再発防止のための改善策等が大学運営に

反映されるよう努める。また，雇用関係にある者の間だけでなく，学生等関係者

も含めた防止対策の徹底に努める。

────────────
１６ 比較的早期に，上野千鶴子編（1997）『キャンパス性差別事情－ストップ・ザ・アカハラ』三省堂が，

サブタイトルとして「アカハラ」という用語を用いているが，ここで用いられる「アカハラ」の定義
は，研究職における「男職場」における女性差別を指している。「『セクハラ』は『アカハラ』の一部だ
が，全部ではない。そして『アカデミック・ハラスメント』とは広義の『職場の性差別』のうち，『研
究職に固有の性差別』と最初に定義しておきたい」と，男女差別の側面を指摘している。同書 5頁（上
野「はじめに」）。
しかし，今日では，アカハラの定義はもう少し拡大している。NPO アカデミック・ハラスメントを

なくすネットワーク（NAAH）の，アカハラの定義は「研究教育に関わる優位な力関係のもとで行われ
る理不尽な行為」というものである。http : //www.naah.jp/harassment.html（2015年 1月 31日閲覧）。他
にも次のような定義づけが見られる。「『アカハラ』とは『アカデミックハラスメント』の略語で，大
学・大学付属の研究機関の研究職において，上下関係を利用して行われる不当な扱い・嫌がらせのこと
をいいます。アカハラの代表例として，大学教員の学生に対する研究活動の阻害が挙げられます」（石
井妙子・相原佳子・佐野みゆき編（2012）『セクハラ・DV の法律相談［新版］』青林書院，48頁［久
保田有子］），「大学などの教育機関で，教授や教職員がパワーを用いて学生や教員に対して行うハラス
メント行為のことを言います。具体的には，上司に当たる教授からの研究妨害や昇任差別，退職勧奨な
どがあり，院生や学部生の場合，指導教員からの退学。留年勧奨や指導拒否，学位論文の取得妨害など
の行為があげられます」（岡田康子・稲尾和泉（2011）『パワーハラスメント』日本経済新聞社，87
頁），や「学校内で，教授などが自分のもっている権力を利用して学生に対して嫌がらせをすること……
大学で，理由もないのに学生の提出する論文を受理しなかったり……」（戸塚美砂監修（2012）『事業者
必携 管理者のためのセクハラ・パワハラ・メンタルヘルスの法律と対策』三修社，155頁）などであ
る。これらが今日のアカハラの一般的理解だろう。本稿でのアカハラの定義も，性別を問わず，権力を
背景とする嫌がらせ・いじめを広く含めている。確かに，アカハラのリーディングケースである奈良県
立医科大学事件（大阪高判平 14. 1. 29，判タ 1098号 234頁）は，男性教授から女性研究者が虐げられ
ているが，本稿で紹介する R 大学事件（金沢地判平 23. 1. 25，労判 1026号 116頁）では，ハラスメン
ト行為者が女性准教授であるように，アカハラは，男性教授が劣位の女性研究者を虐げるという構図に
留まらなくなっている。

１７ 平成 22年 12月 17日決定。「2020年までを見通した長期的な政策の方向性と 2015年度末までに実施す
る具体的な施策を記述」。http : //www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/3rd/index.html（2015年 1月 31
日閲覧）。

１８ 「教育の場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策等の推進」に加え，「その他の場におけるセク
シュアル・ハラスメント防止対策等の推進」という項目も設けられている。それによると，文部科学
省，厚生労働省などを担当府省として，「研究・医療・社会福祉施設やスポーツ分野等におけるセクシ
ュアル・ハラスメントの実態を把握するとともに，被害の未然防止，行為者に対する厳正な対処，再発
防止及び被害者の精神的ケアのための体制整備を促進する」ということが規定されている。
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○ セクシュアル・ハラスメントの被害実態を把握するとともに，教育関係者への研

修等による服務規律の徹底，被害者である児童生徒等，さらにはその保護者が相

談しやすい環境づくり，相談や苦情に適切に対処できる体制の整備，被害者の精

神的ケアのための体制整備等を推進する。

○ セクシュアル・ハラスメントを行った教職員に対しては，懲戒処分も含め厳正な

対処を行う。また，懲戒処分については，再発防止の観点から，被害者のプライ

バシーを考慮しつつ，その公表を行う。

したがって，大学等の教育機関は，キャンパス（スクール）・セクシュアル・ハラス

メントについて，予防的あるいは事後的な対策を採らねばならないし，行政指導の対象

となる。これらのことから，「研究・学びの場におけるハラスメント（労働に関わらな

いもの）」も違法なものとして扱う公序が形成されると期待される。そして，これらセ

クシュアル・ハラスメントが人格権の侵害（性的自由・性的自己決定権の侵害）であっ

て，そのため民法の規定する不法行為であることは判例法上確立していると言える。こ

の点は，職場におけるハラスメントの場合と同様である。

アカデミック・ハラスメントについては，かなり以前から問題視されている
19

が，法令

上や行政上の明文の規制はあまり見当たらない。関係当事者が院生・学部生・生徒など

の場合は労働関係がないので，労働法・労働契約は規制の根拠とはならないが，それに

よってアカハラが違法視されないわけではない。上記キャンパス・セクハラと同様に，

────────────
１９ 上野千鶴子編（1997）『前掲書』参照。なお，アカハラという言葉が一般化したのは 2001年秋頃ではな

いかと思われる。例えば，2001年 10月 4日付朝日新聞記事「アカンでアカ（デミック）ハラ（スメン
ト）」には「教授らが大学を舞台に自らの地位を利用して，部下の研究者に陰湿ないじめや研究妨害を
繰り返す『アカデミック・ハラスメント』（アカハラ）が，『セクハラ』（性的嫌がらせ）に続いて問題
化している。助手や学生の『被害者』が声を上げ始め，各地で訴訟も起きている。全国規模の非営利組
織（NPO）『アカデミック・ハラスメントをなくすネットワーク』も結成され，今月から本格的な支援
に乗り出した」とあり，また，この記事によれば，「『アカハラ』という和製英語を考案した」のは「上
野千鶴子・東大教授」とされている。2001年 11月 4日付日本経済新聞記事「教授の嫌がらせアカハラ
／NPO 設立全国調査へ／学生らの相談受け支援」によれば，「『アカハラ』は当初，学内でのセクシュ
アル・ハラスメント（性的嫌がらせ）を指していたが，教授などの地位を悪用する嫌がらせ全般を意味
するようになった」とあり，この時期に NPO の『アカデミック・ハラスメントをなくすネットワー
ク』を中心に再定義がなされたようである。アカハラのリーディングケースの奈良県立医科大学事件の
控訴審判決を報じる 2002年 1月 30日付朝日新聞記事「奈良医大・教授の押印拒否／『嫌がらせ』二審
も認定／県に賠償命令」には「違法な嫌がらせ」と表現され「アカハラ」という言葉は用いられていな
い。ところが，同年 4月 13日付朝日新聞記事「教授のアカハラ認定／大阪外大巡り地裁判決／国に賠
償命じる」では，「大阪外国語大学の元大学院生の女性（31）が指導教授（54）からアカデミック・ハ
ラスメント（アカハラ）を受けたなどとして……損害賠償を求めた訴訟で，大阪地裁は 12日，国に対
し女性に 110万円を支払うように命じた。角隆博裁判長は，教授が他大学の大学院への進学を妨害した
り，虚偽の性的悪評を流したりしたと認めた」とあるし，また，同年 7月 27日付日本経済新聞夕刊記
事「関大大学院生／アカハラ，教授提訴へ／『能力ないやつ』指導受けられず」では，「指導を受けてい
た大学院の教授から『能力のないやつ』などと言われた上，修士論文の指導を受けられないなどの『ア
カデミック・ハラスメント』（アカハラ）を受け，留年を余儀なくされたとして……」とあり，特に後
者は，被害者が男性大学院生であって，上野千鶴子編（1997）の定義を離れ，より定義が一般化してい
る。
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判例上，人格権を侵害する不法行為として理解されてい
20

る。

又，学生は，職場のハラスメントの場合の労働契約に代わって，在学契約を当該学校

との間で締結している。このため，キャンパス・セクハラの場合もアカハラの場合も，

ハラスメント行為によって，平穏な環境で研究・学習する権利が妨げられることにな

る。

以上のことは，加害者のハラスメント行為について，不法行為責任（民法 709条）を

問えるということ，学校の使用者責任（715条）を問えるということ，さらに，予防上

の不注意について，学校の配慮義務違反という不法行為責任（民法 709条）と在学契約

上の平穏な研究教育環境の提供義務の違反，つまり，学校の契約違反という債務不履行

責任（民法 415条）を問えるということを意味する。

Ⅲ 近時判例傾向としてのファイトバック・ケース

1．ハラスメント・トライアングル（3面関係）

前述の点を踏まえて，被害者，加害者，雇用主の関係を図示すると，第 1図のような

3面関係を理解することができ
21

る。①加害者が被害者にハラスメント行為を働いたとす

る。②A）被害者は，加害者に対し，不法行為に基づいて賠償請求することが可能であ

る。さらに②B）被害者は，（不法行為法上の）使用者責任に基づいて，加害者の雇用

主（学校）を訴えることが可能である。（不法行為法上の）職場環境維持調整義務違反

を主張して，被害者自身の雇用主として学校を訴えることも可能である。加えて，被害

者は，自身の雇用主・所属学校の，働きやすい職場環境や平穏な教育・研究環境の提供

をめぐる債務不履行（労働契約上の職場環境調整義務違反や在学契約上の教育研究配慮

義務違反）も主張することが可能である。③加害者の雇用主である学校は，被害者から

のクレームを受けて事件を調査した上，加害者に対し，懲戒処分（解雇や停職など）を

下すだろう。④加害者は，告発者である被害者を，（特にハラスメントの告発が虚偽・

でっち上げであったりすれば）名誉毀損などを理由に不法行為に基づいて，訴え返す場

合がありう
22

る。さらに，理屈では，懲戒された加害者が，懲戒処分が厳しすぎるとし
────────────
２０ 例えば，「しかしながら，指導であればどのような方法をとっても許されるということはなく，指導を

される側の人格権を不当に侵害することがないよう，社会通念上相当な方法がとられなければならず，
その相当性を逸脱した場合には，違法となり，不法行為を構成するものというべきである。殊に，被告
は本件大学の主任教授であるところ，……人事，学位審査及び研究費の配分等，教室内の重要な事項に
関する決定権を有していることに照らせば，指導の方法，すなわち，言葉，場所，タイミングの選択を
誤ると，指導を受ける者に対して必要以上に精神的苦痛を与え，ひいては人格権を侵害することになり
かねないものであるから，特に注意を払うことが求められるというべきである」とする判決がある。東
京地判平 19. 5. 30，判タ 1268号，247頁，255頁。

２１ ここでは加害者と被害者とが同一の組織に属していると仮定している。両者が別組織に属している場合
もありうる。

２２ 被害者に対して，加害者が名誉毀損を理由に反訴する例は，キャンパス・ハラスメントの事案として�
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て，懲戒権濫用を理由に，不法行為や債務不履行に基づいて自身の雇用主を訴えること

は可能である。しかしながら，これまでそういうケースは多くなかった。

2．加害者からのファイトバックの増加

この頃は，加害者が，自身を懲戒処分した雇用主を相手に，処分の取消と賠償を求め

て反撃するファイトバック・ケースが目立っている。2004年に，主要判例雑誌（判

時・判タ・労判）掲載のセクハラ判決 93件（昭和 60年から平成 16年 7月頃までの判

決。キャンパス・セクハラだけでなく，企業等の職場におけるセクハラも含む。また，

同一案件の上訴を含む）を調べた
23

が，ファイトバック・ケースはわずか 7件（7.5
24

％）
────────────
� は多くはないが，かなり以前から存在する。例えば，キャンパス・セクハラの例で，秋田地判平 9. 1.

28，判時 1629号 121頁，労判 716号 106頁は，女性研究補助員（原告・反訴被告）が教授（被告・反
訴原告）と学会出張した際，ホテルで体を触られたとして訴えたケースであるが，教授は名誉毀損の反
訴を提起し，秋田地裁は名誉毀損を認容して，原告に慰謝料の支払いを命じた。なお，控訴審で逆転し
ている。仙台高裁秋田支判平 10. 12. 10，判時 1681号 112頁，労判 756号 33頁。
学校以外の職場のハラスメントとして，例えば，東京地判平 6. 4. 11，労判 655号 44頁や旭川地判平

9. 3. 18，労判 717号 42頁がある。
また，キャンパス・ハラスメントの事案として，加害者が，被害者を相手にするのではなく，セクハ

ラ事件が事実であると表明する学内の第三者を名誉毀損で訴えた例もある。京都地判平 9. 3. 27，判時
1634号 110頁，労判 722号 90頁。

２３ 吉川（2004）205−231頁の付録「表 5：セクシュアル・ハラスメント判例一覧表」参照。
２４ ここで挙げた 7件は，①福岡地判平 9. 2. 5，労判 713号 57頁，②東京地判平 10. 12. 7，労判 751号 �

第 1図
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であった。一方，筆者が幹事を務める「関西ハラスメント判例研究
25

会」で調べた近時

（平成 22年末頃から平成 25年初め）の判例 30件（セクハラだけでなくパワハラ等を含

む。後掲第 2表参照）ではうち 10件（33.3％）がファイトバック・ケースであった。

広義のキャンパス・ハラスメントに絞って言うと，上記の 93件に含まれるキャンパ

ス・ハラスメントは 25件（上訴による重複を除外すると 18
26

件）であるが，そのうちの

ファイトバック・ケースは 2件（上訴による重複を除外すると 1
27

件）であった。一方，

上述の近時判例 30件に含まれるキャンパス・ハラスメントは，後掲第 2表のケース番

号 2, 6, 9, 10, 11, 19, 20, 25, 28, 29の 10件であ
28

り，そのうちファイトバック・ケースは

2, 6, 9, 11, 19, 28の 6件と過半数で多い。

懲戒された加害者が厳しすぎる懲戒処分を争うケースが増加している理由の 1つは，

世の中のハラスメント問題への認識が高まったことであろう。ハラスメント問題への認

識が高まった結果，職場や学校にはハラスメント被害を相談できる窓口が設けられるの

が普通になっている。ハラスメント被害者は，以前であれば些細なことと打ち捨てられ

ていた不満も，加害者に対するハラスメント・クレームとして，組織に設けられた窓口

に相談できる。そして組織の対応がまだ不慣れなままであるというのがもう 1つの理由

ではなかろうか。会社や学校という組織は，ハラスメントに対する世間の認識が高まっ
────────────
� 18頁，③大阪地判平 12. 4. 28，労判 789号 15頁，④東京地判平 12. 5. 31，労判 796号 84頁（ダイジ
ェスト），⑤東京地判平 12. 8. 29，判時 1744号 137頁，労判 794号 77頁（ダイジェスト），⑥神戸地決
平 13. 1. 18，判タ 1092号 189頁，⑦大阪高決平 13. 4. 26（⑥の抗告），判タ 1092号 170頁である。

２５ 「関西ハラスメント判例研究会」のメンバー（当時）は，吉川（幹事）のほか次の通り：大阪ふたば法
律事務所 大橋さゆり弁護士／白石多津子社会保険労務士事務所 白石多津子社会保険労務士／あわざ
総合法律事務所 染川智子弁護士／竹山・田上法律事務所 田上智子弁護士・權野裕介弁護士／行政書
士神戸移民法務事務所（辰巳事務所）辰巳真司行政書士。

２６ ［9］東京地裁八王子支判平 8. 4. 15，判時 1577号 100頁，労判 707号 95頁（ダイジェスト），［16］秋
田地判平 9. 1. 28，判時 1629号 121頁，労判 716号 106頁（ダイジェスト），［21］京都地判平 9. 3. 27，
判時 1634号 110頁，労判 722号 90頁（ダイジェスト），［25］大阪地判平 9. 9. 25，判タ 995号 203頁，
労判 735号 87頁，［31］横浜地裁川崎支判平 10. 3. 20，労判 770号 135頁，［35］津地判平 10. 10. 15，
判タ 1057号 206頁，［38］東京地判平 10. 11. 24，判時 1682号 66頁（学習塾の事案），［40］仙台高裁
秋田支判平 10. 12. 10，判時 1681号 112頁，労判 756号 33頁，［42］大阪高判平 10. 12. 22，労判 767
号 19頁，［47］仙台地判平 11. 5. 24，判時 1705号 135頁，判タ 1013号 182頁，［48］仙台地判平 11.
6. 3，判時 1800号 53頁，［49］東京高判平 11. 6. 8，労判 770号 129頁，［50］最決平 11. 6. 11，労判 767
号 18頁，［57］名古屋高判平 12. 1. 26，判タ 1057号 199頁，［66］神戸地決平 13. 1. 18，判タ 1092号
189頁，［67］旭川地判平 13. 1. 30，判時 1749号 121頁，［68］仙台地判平 13. 2. 20，判時 1756号 113
頁，［71］仙台高判平 13. 3. 29，判時 1800号 47頁，［72］大阪高決平 13. 4. 26，判タ 1092号 170頁，
［73］東京地判平 13. 4. 27，判タ 1101号 221頁，［74］千葉地判平 13. 7. 30，判時 1759号 89頁，［76］
東京地判平 13. 11. 30，判時 1796号 121頁，労判 838号 92頁（ダイジェスト），［78］仙台地判平 14. 3.
14，判時 1792号 109頁，［81］神戸地判平 14. 9. 10，労判 841号 73頁，［86］名古屋地判平 15. 1. 29，
労判 860号 74頁の 25件である。冒頭のリファレンス番号は吉川（2004）205頁の表 5のものを表示し
ている。［16］と［40］，［25］と［42］と［50］，［31］と［49］，［35］と［57］，［48］と［71］，［66］
と［72］は同一事案である。

２７ 学校におけるものは前掲注 24に含まれる⑥神戸地決平 13. 1. 18，判タ 1092号 189頁と⑦大阪高決平
13. 4. 26（⑥の抗告審），判タ 1092号 170頁の 2件である。

２８ 25の事案は，児童自立支援施設における事案で，正確には学校を舞台としたものとは言えないが，類
似なものとして合算した。
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ていることを承知しているし，自らの評判を守りたいがために，短絡的に加害者への懲

戒を過度にやろうと張り切ってしまっているのではないだろうか。このため，見せしめ

のような懲戒処分が実行されている可能性がある。また，加害者を処分することは良い

ことという風潮が，組織内で政治的に利用され，組織内で追い出したい者を追い出す

（例えば，権力を振るう者を追い落とす）手段として利用されている可能性もあ
29

る。結
────────────
２９ 妥当するかどうか断言もできないが，霞アカウンティング事件（東京地判平 24. 3. 27，労判 1053号 64

頁）では，処遇が不満で労働基準監督署に個別労働紛争を相談した社員が雇用主に懲戒解雇され，そ�

第 2表
＊略号……WSH：職場のセクハラ，CSH：狭義のキャンパス（スクール）・セクハラ，PH：パワハラ，AH：アカハラ，F：ファイトバック・ケー

ス。広義のキャンパス・ハラスメントは太字で表示した。

判決と［分類］ 収録判例集 当事者

1［WSH］東京地判 H 22. 12. 27 判時 2116号 130頁，判タ 1360号 137頁 F 加害者 vs 雇用主

2［AH］金沢地判 H 23. 1. 25 労判 1026号 116頁 F 加害者 vs 雇用主

3［WSH］東京地裁労働審判 H 23. 3. 16 労判 1028号 97頁 被害者 vs 雇用主

4［PH］東京地判 H 23. 7. 26 労判 1037号 59頁 F 加害者 vs 雇用主

5［PH］東京高判 H 23. 8. 31 判時 2127号 124頁，労判 1035号 42頁 被害者 vs 雇用主・上司

6［CSH］大阪地判 H 23. 9. 15 労判 1039号 73頁 F 加害者 vs 雇用主

7［PH］札幌地判 H 23. 12. 14 労判 1046号 85頁［ダイジェスト］ 被害者 vs 雇用主（加害者）

8［PH］東京地判 H 24. 1. 23 労判 1047号 74頁 被害者 vs 雇用主（加害者）

9［PH/WSH］東京地判 H 24. 1. 27 労判 1047号 5頁 F 加害履歴保有者 vs 新雇用主

10［AH］前橋地判 H 24. 2. 17 判時 2192号 86頁 被害者 vs 加害者＆雇用主（自治体）

11［CSH/WSH］大阪高判 H 24. 2. 28 労判 1048号 63頁 ＊原審：大阪地判
H 23. 9. 16，労判 1037号 20頁

F 加害者 vs 雇用主

12［PH］東京地判 H 24. 3. 9 労判 1050号 68頁＊30が控訴審判決 被害者 vs 上司・雇用主

13［WSH］東京地判 H 24. 3. 27 労判 1053号 64頁 F 加害者 vs 雇用主

14［PH］大阪地判 H 24. 4. 13 労判 1053号 24頁 被害者 vs 雇用主

15［PH］岡山地判 H 24. 4. 19 労判 1051号 28頁 被害者 vs 加害者＆雇用主。

16［PH］最判 H 24. 4. 27 判時 2159号 142頁，判タ 1376号 127頁，
労判 1055号 5頁

被害者 vs 雇用主

17［PH］さいたま地裁労働審判 H 24. 5. ○ 労判 1048号 170頁 被害者 vs 雇用主

18［PH］大阪地判 H 24. 5. 25 労判 1057号 78頁 F 加害者 vs 雇用主

19［AH・CSH］東京地判 H 24. 5. 31 労判 1051号 5頁 F 加害者 vs 雇用主

20［AH］高知地判 H 24. 6. 5 判タ 1384号 246頁 被害者の親 vs 学校

21［WSH］東京地判 H 24. 6. 12 判時 2165号 99頁 加害者 vs マスコミ

22［PH］鳥取地判 H 24. 7. 6 労判 1058号 39頁 ＊関連判決：鳥取地米
子支判 H 21. 10. 21，労判 996号 28頁

被害者 vs 国（労基署）

23［PH］さいたま地裁労働審判 H 24. 7. 23 労判 1059号 97頁 被害者 vs 加害者

24［WSH］東京高判 H 24. 8. 29 労判 1060号 22頁 ＊原審：東京地判
H 24. 1. 31，労判 1060号 30頁

被害者 vs 加害者＆雇用主

25［CSH］札幌地判 H 24. 9. 26 判時 2170号 88頁 被害者（とその親）vs 学校＆自治体

26［PH］神戸地姫路支判 H 24. 10. 29 労判 1066号 28頁 被害者 vs 加害者＆雇用主

27［PH］東京地判 H 24. 11. 30 労判 1064号 86頁［ダイジェスト］ 被害者 vs 雇用主

28［CSH］京都地判 H 25. 1. 29 判時 2194号 131頁 F 加害者 vs 雇用主

29［AH］札幌地判 H 25. 2. 15 判時 2179号 87頁 被害者（の親ら）vs 自治体（学校設置者）

30［PH］東京高判 H 25. 2. 27 労判 1072号 5頁 ＊11が原判決 被害者 vs 上司・雇用主

出典：平成 26年 9月 3日開催の中央労働委員会近畿区域地方調整委員主催第 1回オープンプラザミーティング配付資料「資料 No.2−
2 参考資料：近時ハラスメント判例一覧表」（関西ハラスメント判例研究会が作成したものを吉川が編集）を元に作成した。
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果として，加害者が自身の身を守るためにファイトバック（反撃）する例が増加するこ

とになったのであろう。

裁判所が懲戒処分について慎重に再審査する結果，ファイトバックが功を奏し，雇用

主の示した処分が取り消されたケースも少なくな
30

い。行き過ぎた（場合によっては濡れ

衣・冤罪のような）懲戒は，加害者とされた者の人権を侵害する行為であるということ

をあえて警告しておかなければならない。ハラスメント被害者の保護と加害者への懲戒

のバランスをいかに取るかということが今後の課題になるに違いない。

以下具体的に，キャンパスで生じうる判決を採り上げて紹介し検討しよう。第 2表ケ

ース 2の金沢地判平 23. 1. 25とケース 11の大阪高判平 24. 2. 28とを採り上げ
31

る。前者

は，加害者が女性准教授で，被害者は学生であり，雇用主の大学が行なった懲戒処分を

加害者とされた准教授が争った，アカハラのファイトバック・ケースである。後者は，

加害者が男性教授で被害者が女性准教授である。雇用主の大学が行なった懲戒処分を加

害者とされた男性教授が争ったキャンパス・セクハラのファイトバック・ケースであ

る。後者については，地裁の判決を高裁が覆している点も興味深い。

3．金沢地判平 23. 1. 25アカハラ事
32

件

（1）事実概要

本事件を簡単に紹介すれば，大学の女性准教授（原告）の卒業研究指導やボランティ

ア活動指導をめぐるハラスメント事例である。准教授の学生に対する指導・言動が大学

のハラスメント指針に抵触することを理由に，大学（被告，雇用主）が 6か月間の出勤

停止という懲戒処分を下したところ，これに対して，准教授が，処分の無効確認，未払

賃金・賞与の支払い，不法行為に基づく慰謝料等損害賠償を求めた。本事件の事実の概

要は次の通りである。

原告は，被告国立大学法人の大学院医学系研究科准教授であり，ある種の療法（補

完・代替医療の一種）を研究している。被告は，原告の勤務する国立大学法人である。

被告は，学生に対するハラスメント行為を理由に，原告に対して 6か月間の出勤停止処

分を科した。問題とされたハラスメント行為は，①平成 19年 6月に募集したボランテ

ィア学生に対する暴言・叱責と②平成 17年度卒業研究における原告の厳しい指導との

────────────
� の無効確認などを争った（その主張は概ね認められた）が，女性社員へのセクハラも懲戒解雇の理由と
された。裁判所は，時機を失している，二重処分のきらいがあるとし，懲戒権の濫用であると判断して
いる。

３０ 前掲霞アカウンティング事件（東京地判平 24. 3. 27，労判 1053号 64頁，前掲第 2表のケース 13）の
ほか，第 2表のケース 2, 6, 9, 19, 28が該当する。

３１ 紹介部分は長くなるが，大事な事実を詳しく示した方がハラスメント対応に関わる大学関係者の便宜に
適うと考えられるのでご容赦頂きたい。

３２ 労判 1026号 116頁。「R 大学ハラスメント事件」として紹介されている。
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2件から成る。

大学の主張によれば，①平成 19年のハラスメントは次の内容である。ボランティア

活動に参加した学生 6人に対し，質量ともに負担の重い作業を指示し，作業中に暴言

（（被験者用心理テストを学生に実施したうえで）「あなたは，引きこもりタイプ」「自殺

傾向がある」「看護師に向いていない」）を吐き，特に，学生 A 1をリーダーと決めつ

けて「メンバーの態度が乱れたのは，リーダーのせいよ」などと重圧をかけた。また，

学生が全員で相談のうえボランティアを辞めることを決し，A 1から原告にその旨のメ

ールが送られた際に（このメールに対し，原告が先に電話をかけたが A 1は気づかず，

A 1が後に着信に気づいて電話したところ），A 1の電話に対し「人間失格」と叱責し

「親の顔が見てみたい」「リーダーであるあなたの責任」「明日リーダーであるあなたが

一人で来なさい」と激しい口調で言ったため，A 1は震え・嘔吐の身体症状を示し不安

発作と診断されたとされる。

また，大学の主張によれば，②平成 17年のハラスメントは次の内容である。原告は，

自身が卒業研究指導に当たった学生に対し，長期間にわたり継続的に深夜・早朝にまで

及ぶ作業を指示し，学生を傷つける暴言（「人としてどうかと思う」「あほちゃうん？」

「何でできんの？」など）を吐いた。体調を崩した学生 B 1が「自律神経失調症，不安

神経症」の診断書を提出したのにこれを無視し，「体調は管理できない自分が悪い」「こ

んなもん他の人に見せたらあかんで」と言い，病気で体重が減った B 1に対し「羨まし

いわあ」「私も病気になろうかな」と言い，また大学院入試と研究との両立に悩む B 1

に対し「勉強しないで研究に参加してたのは，あんたの納得の上でのことやろ？」「そ

ういう道を選んだ責任は全部あんたにあるやろ？」と言ったとされる。その後，卒業研

究を休んだ B 1にメールを送り，卒業研究に関して，被験者のもとに調査に行くよう指

示することで，B 1が自殺を考えるほど B 1の心身を追い詰めたとされる。

なお，懲戒処分が下されるに至る過程として，大学の諸手続（R 大学ハラスメント調

査委員会による調査・報告，ハラスメント防止委員会の報告，学長の指示下で審査委員

会の設置など）がなされ，教育研究評議会の承認を経て，平成 20年 5月 16日に，審査

決定書と懲戒処分書が交付された（なお，審査委員会の依頼に基づき，保健学科調査委

員会によるハラスメント調査報告書の確認のため原告に呼出しがあったが，原告は応じ

ずにいたりしたことも本件では問題視されている）。また，同日に処分を行ったことを

公表する記者会見が行われた。

（2）判決要旨

一部につき懲戒事由に該当する行為の存在は認められるものの，懲戒処分は重きに失

するので懲戒処分は無効であるとされた（大学側の裁量権濫用を認定）。未払賃金・賞
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与の支払請求も認められた。処分と記者会見を理由とする慰謝料（不法行為）請求は退

けられたが，私物搬出入費用実費（弁護士料を含む）の損害賠償は認められた。確定判

決である。

［1］平成 19年のハラスメント（懲戒事由の存否）について

平成 19年のハラスメントをめぐって懲戒事由が存在するかについては，大きく分け

て，①量的負担，②質的負担，③作業中の学生に向けられた暴言，④A 1個人に対する

叱責の 4点に分けて論じられた。

①量的負担（ボランティア作業時間の長さ）については，証拠（学生の陳述書，事前

面談メモ，再面談記録，時系列表）の信用性の程度が低いという点が問題となり，被告

（大学）の主張が認められなかった。裁判所は次の通り認定している。

「……学生らが作業した具体的日時については，事前面談メモ及びこれを引用する各

陳述書には，作業時間に関する記載がほとんど存在せず……具体性に欠け
33

る」。（事前面

談メモ及び再面談記録は）「ハラスメント相談員が 19年学生らから聞きとった内容を要

約したものであり，19年学生らの供述を直接記載した書面ではないから，その内容の

信用性が高いとはいえない」。「事前面談の聞き取り方法は，合計 2時間ほど 19年学生

ら 5名を同席させた上で聞き取った……学生らから個別に聴取した上でそれぞれの供述

の異なっている点を照らし合わせてさらに再度聞き取りをするなどの方法と比べて，正

確性を担保できているとはいえない」。「C 委員長は……懲戒事由に該当する事実があっ

た日を十分に特定することなく調査を進めた旨自認している……事前面談メモ……再面

談記録の正確性及び信用性に疑義がある……」。「……各陳述書は……平成 21年以降に

作成……出来事から少なくとも 1年数ヶ月以上経過して作成……経年変化に伴う記憶の

変遷を考慮するとその信用性は慎重に判断されるべきである。また，その陳述内容は

……伝聞や憶測に基づくものも多いほか，同一内容の文章の末尾に署名押印されている

に過ぎないものもある。……各陳述書の正確性及び信用性も確かなものとは言い難い

（……学生らの供述内容は……反対尋問を経ておらず……信用性の吟味も不十分であ

る。）」。「時系列表は，誰のいかなる供述に基づいて作成されたのかなど作成手順が不明

瞭で……信用することはできない」。「……C 委員長……は，上記被験者の陳述書が……

学生らの主張と異なることを認識し得た……時系列表の正確性に関する検証をしていな
34

い」。（被告主張を裏付ける客観的証拠は無いので）「……学生らがボランティア活動を

した期間は……1週間にも満たない……作業時間数も 2時間からせいぜい 5時間程度に

とどまる……量的負担が明らかに重いとまでは評価できず……懲戒事由該当事実は，認

められない」。
────────────
３３ 労判 1026号 135頁。
３４ 同 136頁。
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学生が「早く帰りたい」と何度も言ったが原告が許さなかったという被告の主張もあ

るが，これに対して，裁判所は，次のごとく判断している。「……再面談記録には……

記載があるものの……聞き取った内容を要約したものであり……学生らが述べたものを

個別的に直接記載した書面ではない点で……信用性が高いとはいえない」。「……原告が

『仕事が終わっているの？XX 療法は，明日なのよ。』と言ったこと等をもって，これら

がハラスメント指針……に該当するか否かを判断するためには，原告がした発言内容の

有無自体だけでなく，原告と 19年学生ら各人との当時の関係や，原告及び 19年学生の

会話全体における発言の位置付け，19年学生らの反応，発言がされた状況・文脈，そ

の後の作業がどの程度継続したのかなど，諸事情を考慮する必要がある
35

……」。「仮に，

原告が上記発言……をしていたとしても，被告は……経緯等について必ずしも状況を明

らかにしているとはいえないこと，……（その他諸事実）を総合勘案すると……教員と

学生であるという立場を考慮しても……ハラスメントと評価しうるほどの事実は認めら

れな
36

い」。

②質的負担（結果検証たるアセスメントの指導が不十分だとの被告の主
37

張）に関する

争点について，裁判所は次の通り判断する。「……各証拠は……信用性が高いものであ

るとは認めがたいこと及び……原告が写真を撮影……を踏まえると，被告の主張に副う

上記証拠はにわかに信用できず
38

……」。「……学生らが担当する被験者の数は，1人あた

り 3人から 3.5人程度であり，さほど多いとは解されないのみならず……チェック作業

や転記作業自体は専門的知識を要するものではなく，大学生の作業として困難と言い難

いほか……医学的見地からの記載といい得るものについても……大学 3年生……学生ら

にとって必ずしも過重な負担と評価すべきものと解されない……」。「上記作業に関して

……ハラスメント指針……に該当すると評価する程度の過重な負担を課すものであった

とは認められない。……懲戒事由は認められない」。

②質的負担に関連して，A 1にリーダーとしての過重な責任を問うたことについても

問題となっているが，裁判所の判断は次の通りである。「……『あなたがリーダーね』

と決めつけたとの部分については……その際の状況について具体的な記載はなく……上

記発言がいかなる文脈・状況の下でされたかは判然としな
39

い」。「……原告は，A 1を事

実上リーダーとして扱ったのであるが，仮に，原告が A 1に対してリーダーの責任を

追及するような発言をしたとしても……同発言がされた際の具体的な文脈や状況が判然

としない以上……ハラスメント指針ⅱ等に該当すると評価する程の事実は，これを認め
────────────
３５ 同 136頁。
３６ 同 136−137頁。
３７ 学生に質的に難しい酷なことをやらせすぎだという主張と理解する。
３８ 労判 1026号 137頁。
３９ 同 138頁。
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るに足りない。……」。

③作業中の学生に向けられた暴言（「引きこもりタイプ」「自殺傾向がある」など）に

ついては，裁判所は次のように評価する。「……『引きこもりタイプ』との発言がいか

なる状況や文脈の中でされたかは不明であり，上記発言が（多少，相手方に対する配慮

を欠いたものと解される余地はあるものの，）心理テストの結果について冗談・軽口を

告げたものとも解されることを踏まえると，直ちにハラスメント指針……に該当すると

まで断ずることはできない。……懲戒事由は認められな
40

い」。

④A 1個人に対する叱責に関する争点であるが，「人間失格」等と叱責し A 1に身体

症状を生じさせたことがハラスメントとして認定されていることには大いに注目すべき

である。「……認定の事実及びその後 A［ママ］が原告の授業に出て体調を崩したことに

照らすと，19年学生らが原告にボランティアを辞めたい旨のメールを送った後，原告

が A 1を強く叱責したことは窺われる。しかし……原告の発言を聞いたのは，A 1だけ

であり……事前面談メモ及び A 1等再面談記録は……信用性が高いとはいえないこと

……A 1の供述内容は……反対尋問を経ておらず，信用性の吟味も不十分であることを

総合勘案すると，前記認定の事実以上に，上記被告主張の事実があったとまでは推認で

きな
41

い」。「もっとも……学生らが原告にボランティア活動を辞めることを伝えたことに

対し，原告が……A 1……に対し，『先生から電話があったことが分かったらどうしてす

ぐに折り返し電話をしないのか』『このような事態を招いたのは，リーダーであるあな

たの責任』……などと強く叱責し，その結果，A 1が原告の授業を受けている最中に体

調を崩したこととあわせて考慮すると，ハラスメント指針……に該当すると解すること

ができ
42

る」。

［2］平成 17年のハラスメント（懲戒事由の存否）について

平成 17年のハラスメントをめぐって懲戒事由が存在するかについては，大きく分け

て，①深夜・早朝にまで及ぶ作業を原告が B 1個人に指示したという被告主張，②平成

17年 7月末から 12月に関する学生らの作業に関する被告主張，③学生らに向けられた

暴言，④B 1の診断書提出，B 1に対する暴言と作業継続に関わる事実の 4点に分けて

論じられた。

①深夜・早朝にまで及ぶ作業を原告が B 1に指示したという被告主張について，裁判

所は，（原告の主張を裏付ける事柄が認められることに触れ）「……被告は何ら整合的な

主張や立証をしない。……学生らの供述は，供述内容の時点から約 2年ないしそれ以後

に聴取・作成……経年による記憶の変容にも留意が必要……B 1の供述内容の信用性は

────────────
４０ 同 138頁。
４１ 同 138−139頁。
４２ 同 139頁。
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充分に吟味されていないこと……考慮すれば被告主張に係る事実があったと認めるに足

りない。……確かに，原告は B 1に卒業研究について単位を与える立場にあり，B 1が

原告の依頼を安易に断りにくい立場にあったといいうるが，他方，原告が B 1にどのよ

うな言動や雰囲気の下で依頼したのか，それに対して B 1はどのように応じたのか……

等その際の具体的状況は不明であり，かつ B 1が大学生（4年生）であることも勘案す

ると，仮に，B 1が午前 2時すぎまで原告に協力……そのことのみをもって直ちに上記

ハラスメント指針に該当するということはできな
43

い」と認定している。

②平成 17年 7月末から 12月に関する学生の作業に関する被告主張について，裁判所

は，「……学生らは，連日にわたって深夜ないし早朝に及ぶ作業をしていた時期があっ

た……相当の負担となったことは窺える。しかし，原告が 17年学生らに対して，いつ，

いかなる言動で 17年学生らに作業を指示し，これに対して学生らがどのような応答を

していたのかなどの具体的な経緯・状況が明らかでないばかりか，17年学生らは大学

生（4年生）であり，その活動内容は卒業研究に関するものであって……諸事情に照ら

すと，（原告の指導のあり方が不適切であった可能性は相応に窺われるものの）上記ハ

ラスメント指針等に該当する事実があるとまで断ずることはできな
44

い」とし「……懲戒

事由は認められない」と判断した。

③学生らに向けられた暴言「人としてどうかと思う」「あほちゃうん？」「何でできん

の？」について，裁判所は，「……原告が……しばしば『あほちゃうん？』などの発言

をしていたことは窺われるが，同発言が，直ちに上記ハラスメント指針に該当するとま

でいえず……趣旨や文脈等を踏まえて……指針への該当性を判断すべきである。……ハ

ラスメント指針等に該当する事実があるとは認められず……被告の主張は採用できな
45

い」と判断した。

④B 1の診断書提出，B 1に対する暴言と作業継続については，裁判所が，次の通り，

ハラスメントの認定をしており重要である。「被告は，平成 17年 8月末，B 1が原告に

『自律神経失調症，不安神経症』を内容とする医師の診断書を提出した際，原告が，B 1

に対し，『体調は管理できない自分が悪い』……『そういう道を選んだ責任は全部あん

たにあるやろ？』と述べて作業を続けさせ，そのため，B 1の体調はさらに悪化し，何

度も自殺を考えるほど心身ともに追い詰められたと主張する」。「B 1が平成 17年 8月

末当時，うつ状態となっていたことは窺われるものの……うつ病を発症していたとまで

は認められない。……発症はストレスと個体の脆弱性との相関関係にあるところ（スト

レス脆弱性理論），他のストレス要因の有無……や B 1の脆弱性等に関する事情は不明

────────────
４３ 同 139−140頁。
４４ 同 140頁。
４５ 同 141頁。
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であり，原告の言動のみにより B 1の体調が悪化したとまで認めるに足りない」。「……

原告は……診断書が出されていることを認識していながら，休みたいと申し出た B 1に

対して……調査に行くよう指示するメールを送付している。上記原告の行動は……『う

つ状態』などの診断書を提出した学生に対する指示として明らかに不適切であり……原

告の言動はハラスメント指針……に該当する……ハラスメント規定……に違反し，就業

規則 72条 1項 1号に該当する
46

……」。裁判所は，被告大学の主張を全面的に認めるもの

ではないものの，原告が B 1による診断書提出を軽視したことをとがめ，ハラスメント

を認定したものと考えられる。

［3］手続に対する不誠実な態度が懲戒処分の理由となるか

原告が学内の調査手続に一部応じなかった点も問題となったが，裁判所は次のように

評価する。「ハラスメント規程 4条 2項には，構成員等は……協力しなければならない

旨規定しているが，原告は……当事者であり……当事者がハラスメントの事実を否定す

る旨の弁解をしたり……求釈明をすること自体は……規程に反するとは解されない。ま

た，原告は……面談に応じており，協力をしなかったとはいいきれな
47

い」。「非違行為を

した者が懲戒手続において真摯に対応したか否か等を処分の量定において斟酌すること

は必ずしも否定できないが，前記認定の原告の対応自体をもって，懲戒事由に該当する

とはいえないのみならず，原告が大学人ないし教育者としての資質がおよそないとまで

は解されない」。

［4］処分の相当性と効力

被告が挙げる懲戒事由のうち，A 1に対する発言並びに B 1の診断書提出時の発言及

びその後の卒業研究に関するメールは，ハラスメントとして懲戒事由にあたる（その他

には懲戒事由は無い）と裁判所は認定したが，本件懲戒処分の程度が妥当であったかど

うかを裁判所は次のように評価する。つまり，大学では「懲戒処分として，譴責，減

給，出勤停止，諭旨解雇及び懲戒解雇を規定してい」て，本件の懲戒事由は「いずれも

犯罪行為に該当するようなものではなく……懲戒処分標準例……の出勤停止事例に直接

該当するとは解されないこ
48

と」，原告がこれまでに何らの懲戒処分も訓告や厳重注意も

受けたことがなく，訓告，厳重注意，譴責などによって改善が期待できそうなこと，本

件長期出勤停止処分が大学教員としての活動のみならずその間の収入を絶つものである

ことを考慮すると，懲戒事由事実 2件の存在を前提としても，処分は重すぎて不当であ

るというのである。裁判所は，被告が懲戒権に関する裁量を逸脱していると判断し，本

件処分は無効であること及び原告は被告に対し賃金及び賞与の請求権を有すると判示し

────────────
４６ 同 141頁。
４７ 同 141−142頁。
４８ 同 142頁。
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た。

［5］懲戒処分が無効の場合の雇用主の不法行為責任の成否

大学が下した懲戒処分は無効とされた。そこで，処分によって精神的苦痛を受けた原

告は不当な処分をした被告大学に対しその不法行為責任を追及した。これについての裁

判所の考えは以下の通りであった。「一般に，懲戒処分された従業員が被る精神的苦痛

は，当該懲戒処分が無効であることを確認され，懲戒処分中の賃金が支払われることに

より慰謝されるのが通常であり，これによってもなお償えない特段の精神的苦痛を生じ

た事実が認められるときにはじめて慰謝料請求が認められると解するのが相当であると

ころ，原告には懲戒事由該当事実が存在することもあわせ考慮すれば，本件について，

このような特段の事実は認められないから，本件処分を不法行為にあたるとして慰謝料

の支払を求める原告の請求は，理由がな
49

い」。つまり，処分が無効となって賃金が支払

われるとなればそれで十分と判断した。ただ，特別に発生した費用について，裁判所は

「本件処分は無効であるところ，原告は……研究室から私物を搬出することを余儀なく

され，その搬出費用として 3万 7800円を支出し……搬入する必要……同額の費用が必

要……。よって，原告には，被告の不法行為により……7万 5600円の損害が……認め

られる」。「……弁護士費用として 3万円を不法行為と相当因果関係のある損害と認める

……」としている。

4．大阪高判平 24. 2. 28キャンパス・セクハラ事
50

件

（1）事実概要

本件は，私立大学教授 X（加害者男性原告・被控訴人）が同じ大学に勤務する（移

籍まもない）准教授 A（訴外被害者女性）に対して行なったセクハラをめぐって，Y

大学（雇用主被告・控訴人）から減給処分を受けたところ，X がセクハラの事実はな

いと主張して，懲戒処分の無効を訴えた事件である。第 1審では，セクハラは認められ

ないとして，懲戒処分無効が確認され，X が勝訴した。Y 大学が控訴した本件第 2審

では Y 大学が勝訴し，そこで大阪高裁は，X のセクハラを認め，懲戒処分は有効であ

ると確認した。ポイントは主にセクハラ行為が認定できるかということであり，X の

酒の誘いに（主に電子メール上）A が積極的に応じたかどうか，料理店で X が A の膝

の上に手をおいた行為をどう評価するか（X の癖としての相づちなのか，性的接触な

のか），地下鉄車両内で X が A の二の腕を掴むなどした行為の存否，その後大学にお

いて，A が X に対し急に疎遠な態度をとり心身の不調を来たしたことをどう評価する

────────────
４９ 同 143頁。
５０ 労判 1048号 63頁。「P 大学（セクハラ）事件」として紹介されている。原判決（第 1審判決）は，大

阪地判平 23. 9. 16，労判 1037号 20頁である。
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か，X に対する懲戒手続が適正だったかどうかといった点が問題となっている。以下，

事実を概説する。

X（昭和 25年生まれ）は，K 大学大学院博士課程を単位修得退学し，昭和 55年 4月

に被告 Y 大学の助手に採用され，専任講師，助教授を経て，平成 6年 4月より，Y 大

学 B 学部教授に就任した。平成 12年 10月から 2年間，学部長を務めた。専門は Q 専

修である。

被害者 A（昭和 46年生まれ）は，平成 13年 3月，L 大学大学院博士課程を修了し，

他大学の特任講師，別大学の専任講師，助教授を経て，教員公募を通じ平成 19年 4月

に新たに Y 大学 B 学部に准教授として採用された。専門は R 専修である。X と A は

異なる専修に所属していたもの
51

の，同じ学部に所属していたし，A の教授昇任人事の

審査の際に，X は審査委員会の副査となりうる地位にあったとされ
52

る。

ハラスメント行為を時系列に整理すると以下の通りである。

［1］飲酒の誘いと電子メール

平成 19年 4月，Y 大学転籍以降 A は，X と同じ学部に所属し，各種懇親会・登下校

の際に会話する機会があり，X から飲酒に誘われた。さらに 11月下旬に，阪急電車で

乗り合わせ，X は，A がテレビ番組に出演していた歌手に似ていること，自分はその

ファンであること，A がテレビに出演しているのかと思ったことなどを A に告げ飲酒

に誘った。A は上記話題について不快に感じ
53

た。飲酒の誘いに応じる気持ちにならな

かったが，X が同じ学部の教授であることから拒否できず，明確な返事はしなかった。

12月 7日に，研究棟内の階段で，X が A を改めて飲酒に誘った。X はやや強い口調

で飲みに行く日程を確認し，A は，職場の付き合いとして 1回は仕方ないと考えて応

じた。平成 20年 1月 16日に予定が組まれた（この時，A は複数人での食事会である

と思い込んでいた）。そして，X は緊急連絡用に携帯番号を教えるよう要求し，これに
────────────
５１ 本判決と結果が異なる原判決（大阪地判平 23. 9. 16）は，X と A との関係につき「専修が異なり，直

属の上司部下という関係にはない」という点を特記・強調している。労判 1037号 29頁及び 36頁。
５２ 大阪高裁は「本件学部内には 5つの専修コースがあり，異なるコース間の教授と准教授との間には，通

常，教育ないし研究面において，教授が准教授を指導する等の関係はない。……准教授から教授への昇
任人事は，主査 1名及び副査 2名で構成する審査委員会の審査及び報告を経て，教授会で決定され，審
査委員会の主査及び副査 1名は，当該准教授が所属する専修コースの教授から選任され，その余の副査
1名は他の専修コースの教授から選任される」と認定したうえで（労判 1048号 67頁），被控訴人 X は
A との間には何らの上下関係もないと主張するのに対し，本稿で後述する通り，専修が異なっても教
授会内で教授と准教授とでは，権力に基づく上下関係があることを認定している。大学に教授として属
する筆者の私見であるが，極めて例外的な場合を除き，古参の教授，特に元学部長であった教授に，相
当の影響力を認めることは妥当だと思われる。
対象的に，第 1審では，そのような分析はされていないし，被告大学側が，X が A の採用関連手続

に関与した（という点で X が A にとって支配的地位にあるという趣旨か）と主張したとされるが，地
裁判決はこれを認めていない。

５３ 労判 1048号 67頁。X は，自分の好きな歌手に似ていると言うことで，A のことを褒めているつもり
であろうが，裁判所は，A の気持ちとしてそれが unwelcome であることを認定している。言い寄る側
と言い寄られる側との間の理解のギャップについて，留意すべき点であろう。
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対し，A は名刺を渡して，学内メールアドレスを知らせた。同日に A から X に次の文

面の電子メールが発信されている。

件名：A です

X 先生

A です。先ほどは失礼しました。今年度，ちゃんと（？）最低 1週間に 4日，出

勤していますよ！（何度か登校拒否の誘惑にかられながら。）今日はこれから入試

センター主催の『監督業務説明会』の招集がかかっております。（新人はいろいろ

ありますね。大学祭の学生のイベントへも O 先生と出席しました。ちょっとしん

どかったです。『人』がニガテなので。

携帯番号 090－○△××－△×○○

携帯 Mail Abcd@efg.ne.jp

年明け 1月 16日（水）楽しみいたしております。

（無事，シゴトも片付けて，年を越せるよう，心がけます。長い年末年始になりそ

うです。それでは，また。追伸 先生のご連絡先も，お願い申し上げま
54

す。

上記電子メールに対して，同日に X から A に次の通り，返信の電子メールが発信さ

れている。

A 先生へ 早速のご連絡ありがとうございました。いま登録を完了しました。私

の番号は，090－×○△△－○△△×です。覚えていないので，いちいち携帯で確

認しないと出てきません。入試の説明会のこと，ご苦労様です。まあ心配しなくて

も，入試の時には詳細な作業マニュアルが渡されます。1月の件，楽しみに待ちま

す。早い目にお仕事が片付きますように。私のほうも，冬休みに入りましたら，静

かになったキャンパスで仕事に頑張るようにします。それではまた。X。

年が明けて平成 20年になり，次のような交信がされてい
55

る。

1月 15日の X から A に宛てた電子メール：

覚えていますか。明日はミナミで飲むことにしましょう。洒落た店など知りません

が我慢して下さい。地下鉄堺筋線の D ホームの 6時に待ち合わせましょう。天下

茶屋行き方面の先頭車両が着くあたりで待ちます。明日は，楽しみにしてます。X

同日の A から X に宛てた返信電子メール：

A です。本年もよろしくお願い申し上げます。メール拝受しました。はい。年越

────────────
５４ わざわざ触れる必要の無い話題にも触れていて，目上の教授に対し年下の准教授が気を遣っていること

が分かる。
５５ 労判 1037号 30頁。
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しのお約束，確と覚えております。明日の待ち合わせの件，了解しました。楽しみ

にいたしております。

1月 16日当日も（A が遅刻しそうになったため）A から X に「先生，ごめんなさ

い。今，C 駅乗りました。17 : 46発です。ごめんなさい。」という電子メールが送ら

れ，X はこれに対し，「了解。ごゆっくり」と返信した。

［2］料理店での行為

18時 25分頃，2人は，X が年に 1・2度利用する鶏料理店に入店した。A は，他に

参加者が無く 2人きりであることを知って当惑した。店舗は混雑しており，横並びのカ

ウンター席に座った。2時間半の間，ビールや食事等を注文し 2人は飲食を共にした。

ただ，A は鶏料理が苦手であったし，ビールを数杯飲んだものの，途中で X から注が

れるのを断ることもあり，酒や食事はさほど進まなかった。A は途中から手酌となり，

ビール数本，日本酒徳利数本飲酒した。

A は，会話の中で X から「おまえ」と呼ばれたり，年齢や婚姻の有無を尋ねられた

りしたことを不快に感じ，「大学内のメールはチェックされている可能性がある」「次は

京都で飲もう」などと言われたことに不信感を抱いた。

入店から 1時間経過したころ，X が A の左太ももに手を置いた。A は大きなショッ

クを受けた。これについて X の主張は次の通りであ
56

る：

飲酒の機会に話しに興じたときに相手の膝を相づちを打つようにポンとたたく癖が

あり，本件店舗においても，カウンターの下に右手をおいていた際に，その癖が出

て，A の左膝部分をポンと 1回たたいた。

高裁は，X の主張を排して次の認定を行なっ
57

た：

A は，これに大きなショックを受け，直ちに左手で被控訴人の右手をつかんで振

り払い，「やめて下さい。」と強い口調で述べたが，被控訴人は「まあ，ええやない

か。」などと述べて，その後も複数回，同様の行為を繰り返した。

高裁は上記認定をしたうえで A の心情を次の通り分析す
58

る：

A は……耐えられない思いであったが，本件大学に着任して間がなく，本件大学

でキャリアを築いていきたいとの気持ちがあったことや被控訴人が大学内で発言力

のある立場にあると感じており，今後も本件大学内で被控訴人と顔を合わせること

────────────
５６ 労判 1048号 70頁。
５７ 同 68頁。
５８ 同上。
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があるとの思いから，それ以上の行動に出ることができなかった。

［3］地下鉄での行為

X は馴染みのスナックに行こうとしたが電話がつながらず，断念した。X は一旦切

符を購入したが，A の帰宅ルートを聞いて，自身の帰宅ルートを変更し，A と同じ地

下鉄を経由して帰宅すると述べたため，A は，X の購入済切符の交換を駅員に求めた。

その後 2人は地下鉄に乗った。混雑した地下鉄車内で 2人が立っていた際に，X が A

の左腕の二の腕付近をつかんできた。これについて X は，「地下鉄車両内は混雑してお

り，被控訴人は左手に鞄を持ち，右手でつり革を持ち，多くの乗客の目がある中で，A

の左腕の二の腕をつかむようなことは不可能であり，……改札付近で A と別れる際，

同所付近は乗客が行き交い，極めて目立つ場所であるからこのような場所で A の身体

に手を回して抱き寄せるような痴漢と間違われかねない行為に及ぶとは考えられな
59

い」

と主張した。

大阪高裁は，「A は，被控訴人が A と腕を組もうとしているように感じて驚くととも

に，不快に感じ，『つかむところが違います。』といいながら，被控訴人の腕を動かして

車内の手すりを持たせるようにしたが，この間，車内の他の乗客の視線を感じ，非常に

不快であっ
60

た」と認定している。また，高裁は，阪急 G 駅改札口での別れ際，「A は，

被控訴人に右手を差し出し，『今日はありがとうございました。』と述べながら被控訴人

と握手をした。すると，被控訴人が握手をした手を A の身体に回そうとしたため，A

は，驚き，被控訴人を突き放すようにしてその場から逃れ，そのまま改札口をとおって

電車に乗車した」と認定した。

高裁は，X の上記主張に対して「……地下鉄車両内で被控訴人が A の左腕の二の腕

をつかむことが物理的に不可能であったとまでは認め難く，本件店舗内で隣席の A の

左太ももの上に手をおくことを繰り返した被控訴人であれば，地下鉄車両内や駅改札付

近のように周囲の目がある中においても，A の左腕の二の腕をつかみ，A と握手した

手を A の身体に回そうとしたとしても不自然ではない」と斥けている。

［4］その後のメール交信

高裁の認定によれば，その後，A は，当日の自身の態度を X が「不快に感じたので

はないかと懸念するとともに，翌日から被控訴人と顔を合わせることなどを考え，自分

の態度を取り繕い，支払の御礼も済ませておきたいとの気持
61

ち」となった。そして A

は X にメールを送信し
62

た。一見，良好な関係が窺える。
────────────
５９ 同 70頁。
６０ 同 69頁。
６１ 同上。
６２ 同上及び労判 1037号 31頁。
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A から X に宛てた返信電子メール：

今日はいろいろお気遣いいただいて，ありがとうございました。（遅刻ごめんなさ

い！）。ご馳走になってしまいすみません。若輩者がいろいろと勝手な物言いを致

しました。たいへん申し訳ございません。追伸『J』駅，乗り越ししないで下車し

て下さい。

X から A に宛てた返信電子メール①：

今日は実に美しい人を横に語り呑みじつに楽しいときを送ることができました。あ

りがとう。（絵文字）

X から A に宛てた返信電子メール②：

いま J 駅につきました。今日はいろいろと酒呑みにおつきあいいただき，ありが

とうございました。若い先生がたがいきいきと個性をいかしながら夢を実現できる

世界をめざして創ることの一助になれば幸いです。どうぞぐっすり寝てください。」

A はこれらのメールに返信をしなかった。

［5］その後の大学での様子

その後，2人の関係は次のように展開する。

1月 22日，偶然 X が A を構内で見かけて手を振ったところ，A は，これに応じる

ことなくに走り去った。同日，A は，学部長と非公式に面談し，X からセクハラを受

けたことを訴えた（その後も，複数の同僚にも相談している）。翌 1月 23日開催の教授

会の席においても，A は X の視線をそらし，言葉も交わさなかった。翌 1月 24日，A

の態度を受けて，X は，A の携帯電話に，「どうも先週は不愉快な思いをさせたよう

で。ごめんなさいね。X」というメールを送信したが，A から返信はなかった。

2月 14日，A が学内のセクハラ相談室に X の名を伏せたまま，相談をして，心身の

不調を訴えた（以降数回にわたり相談）。なお，6月 16日付の相談員（臨床心理学等を

専門とするカウンセラー）の所見は次の通りであ
63

る。

A について，緊張感が高く，睡眠障害や下痢が続くなど，日常生活に支障の生ず

る症状が出ているほか，人間不信，情緒不安定，自責感などにさいなまれ，ひきこ

もりがちとなっており，本件当日に受けた行為のフラッシュバックによる苦痛や報

復に対する恐怖心を抱いており，これらは，セクシャル・ハラスメントによる被害

の内容と一致する。

A は，3月 19日に，学部執行部に相談をし，4月 4日には，防止委員会に救済を求

める申立書を提出し
64

た。4月 18日には，A は，調査委員会に経緯を示した書面を提出
────────────
６３ 労判 1048号 69頁。
６４ 第 1審判決では 4月 2日に「セクシャル・ハラスメントによる被害の救済を求める申立て」をしたと�
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した。

［6］懲戒手続

A が救済の申立てを行なったため，懲戒に向けての手続が進行した。4月 4日，Y 大

学がセクハラ調査委員会を設置し，4月 30日に調査委員会は第 1回調査委員会を開催

して調査を開始し，X, A，参考人からの事情聴取等を行なった。やがて，7月 9日に，

調査委員会が調査報告書（減給処分相当という意見）を Y 大学学長に提出し
65

た。7月 30

日には，B 学部教授会が開催され，審議の結果，X の減給処分が全会一致で決定され

たため，8月 4日に B 学部の学部長が X に処分原案を申し渡す一方，9月 17日に Y

大学協議会が教授会の処分原案を審議のうえ了承した。9月 18日に，Y 大学学長は，

X に対し，大学協議会における審議結果とともに，不服申立ての機会を通知したので，

10月 2日には，X が不服申立書を提出した。10月 20日に，Y 大学学長が X に不服審

査委員会設置を通知し，10月 29日には，不服審査委員会が X に審査に協力するよう

求めた。これに対し，X は，審査への協力について一旦同意した後に撤回した。不服

審査委員会は，平成 21年 2月 12日付けで不服審査結果報告書をとりまとめ，Y 大学

学長に対し X の不服申立てに理由なしとの結果報告書を提出した。2月 18日，Y 大学

の大学協議会は，不服審査委員会の検討結果を踏まえ，X を職員懲戒規程による減給

処分とすることを改めて決定した。そこで，翌 19日，本件大学学長は，大学協議会の

決定を踏まえ，Y 大学の法人理事会に X の減給処分を意見具申した。2月 26日，学校

法人 Y 大学は X に対し，懲戒処分を通知した。当該減給処分は，本俸 2か月で，その

合計額は，X の平均賃金の 1日分の半額で，合計 1万 4,425円であった。通知に示され

た「懲戒処分に付するべき理由」は，「当人の本学女性教育職員に対する身体的接触行

為や不快感を抱かせる発言が，P 大学セクシャル・ハラスメント防止に関する規程第 2

条に定義されるセクシャル・ハラスメントに該当する」というものであっ
66

た。

（2）地裁判決要旨

第 1審大阪地裁は，A の X を思いやる電子メール（いわゆる迎合メール）等を不自

然視して，セクシュアル・ハラスメント行為の存在を認定せず，セクハラ行為の存在を

前提とする処分を無効とし，原告の請求を認めて，労働契約上の地位の確認と減給分の

支払いを命じた。

第 1審判決は，「確かに，A 准教授の主張や証言は，ある程度具体的詳細な内容を含

んでいると思われること，本件当日を境にして A 准教授の精神状態が急変しているこ

────────────
� 認定されている。労判 1037号 23頁及び 1048号 66頁。
６５ 労判 1037号 24頁。
６６ 同上。
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とがうかがわれること，A 准教授が原告に対してセクハラ行為をでっち上げる明確な

動機は不明であるといわざるを得ないこと，A 准教授にとって救済申立てをすること

自体特段メリットは存在せず，かえって，心身上のエネルギーの費消や，研究生活を送

る者として学内外における様々なリスクを伴うものであることが容易に推察されるの

に，あえて同申立てを行っていることからすると，A 准教授が，あえて本件大学に対

し，虚偽の救済申立てをするとは考え難いという面も否定できな
67

い」とも認定してい

る。

しかし，以下の諸点から，セクハラ行為の存在を認定するには不自然であるとする。

つまり，①飲酒の約束に至る経緯として，6月の教授会直前に誘いがあったとされる

が，唐突であり，目撃証言も無いこと。11月下旬までにも複数回執拗な誘いがあった

というが的確な証拠が無いこと。②12月 7日の強引な誘いの後に交わされたやり取り

や電子メールの内容を検討すると，A からメールを送信したり，携帯電話の番号やメ

ールアドレス等を知らせたりするなど積極的な態度が見られるのに対し，原告の返信メ

ールは，高圧的な態度で飲食を迫った者が記載する内容でないし，X が性的意図を持

っていたならもっと頻繁にメールや電話をしたであろうがメールは送信されていないこ

とから，X が飲酒を執拗に迫っていたとは認められないこと。③飲食店で A の左太股

の付け根部分に X の右手が置かれ，A が抵抗したということについて，個室でなくカ

ウンター席で隣に客がいる状況であれば周りの者が気付いたはずであるし，一刻も早く

その場を立ち去ろうと考えるのが通常であるのに，飲食店において長時間飲食を共にし

ていたこと。④X が A のことを「おまえ」と呼んだり，その他不快な（結婚・年齢・

容貌に関する）発言をしたという点については，A が証言する X の言動とその後の X

の言動との間に齟齬があること。⑤原告が飲食中，相づちを打つ形で，A の膝を 1回

ぽんと打ったりしたこと等を供述するが，X はその後同様のことをしておらず，X は

それを癖であると認識していて，性的意図の下になされたものと言い難く，A が「同

行為によって不快感を持ったとしても……教育・研究環境及び就業環境を悪化させたと

は認められない」こと。⑥X が A とは違う経路で帰ろうとしているにもかかわらず，

原告が購入した切符を交換し，同じルートで帰ったこと，それも，飲食店でセクハラ行

為があり，そのため A が，頭が真っ白になったというのであれば，なぜ A がわざわざ

X の切符を買い換える必要があったのか疑問であること。⑦地下鉄で二の腕をつかま

れる等のセクハラ行為について，乗り換え時に時間があるのに同様の行動は無かったこ

と，X と A は厚手のコートを着ていたこと，車両は混雑していたこと，及び阪急 G 駅

での別れ際に A の方から X に握手を求めていること。⑧別れ際に抱き寄せるという行

────────────
６７ 労判 1037号 35頁。
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動に出たという点には，X は右手にかばんを持っていたこと，場所が他人に気付かれ

るオープンスペースであること，X は A を追いかけて別ホームに行くことも可能だが

追いかけていないこと，及び帰路途中，A の方から X に対してお礼のメールを送信し

ていること。⑨平成 19年 12月 7日の飲酒約束の日から翌平成 20年 1月 15日まで，X

は A に対し，執拗にメールを送信したり，電話もしていないこと及び X が A に対し

て送信したメールは，いずれの段階においても，立場の違いを意識した高圧的な内容で

あるとはいえないこと，かえって，原告は，平成 20年 1月 24日，A に対し，「どうも

先週は不愉快な思いをさせたようで，ごめんなさいね」とメールを送信していること。

⑩A の私生活に関する情報はなく，同准教授を取り巻く背景事情は不明であること。

以上の点を総合的に勘案すると，セクハラ行為があったとまで認めることはできない

というのである。

（3）高裁判決要旨

控訴審の大阪高裁は，以下の通り，X の A に対するハラスメント行為の存在を認め，

第 1審大阪地裁の判決を取り消し，X の請求を棄却した。

［1］セクシュアル・ハラスメント行為の有無について

控訴審判決は次の通り，セクハラ行為を認定し
68

た。

一般に，セクシャル・ハラスメントとは，「相手の意に反する性的言動」と定義

されるところ，本件大学におけるセクシャル・ハラスメント防止規程においても，

「セクシャル・ハラスメントとは，他の者の意に反する性的な言動であり，本人が

意図するとせざることにかかわらず，他の者にとって不快な性的言動として受け止

められ，他の者にさまざまな不利益を与えたり，不快感，脅威，屈辱感を与えるこ

とによって教育・研究環境及び就業環境を悪化させることをいう。」（同第 2条）と

定義されているところである。

これを本件についてみると，前記認定したとおり，本件当日の被控訴人の行為

は，本件店舗内において，右隣に座っていた A の左太ももに手をおき，これに A

が不快感を示したにもかかわらず，複数回にわたって同様の行為を繰り返した上，

「おまえ」と呼びかけて，年齢や婚姻の有無を尋ねたり，地下鉄車内で A の左腕の

二の腕をつかむなどしたというものであって，これらの行為は，明らかに，相手の

意に反する性的な言動であり，相手に対して不快な性的言動として受け止められ，

不快感，脅威，屈辱感を与えるものであったというべきであるから，セクシャル・

ハラスメントに該当するものと評価するのが相当である。

────────────
６８ 労判 1048号 69−70頁。
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［2］A の証言の信用性について

控訴審判決は次の通り，A の証言の信用性を認定し
69

た。

……本件当日の経緯に関する A の証言等は，具体的かつ詳細で，迫真性もある上，

終始一貫しており，その内容等に特段不自然・不合理な点はない。そして，A が

虚偽のセクシャル・ハラスメント行為を作出して被控訴人を陥れようとする動機は

何ら想定することができない。むしろ，A は，本件大学に着任して間もない准教

授の立場にあり，本件大学において自己のキャリアを積み重ねていこうとしていた

ものであるから，大学内部においてセクシャル・ハラスメントの被害を訴えること

が自己のキャリア形成等にマイナスとなるのではないかと考えて，救済申立てに至

るまでに相当に逡巡した様子が認められることからしても，A において，自己に

不利益が及ぶ危険をかえりみず，あえて虚偽のセクシャル・ハラスメント被害を作

出したものとは到底考えられない。また，A は，本件当日以降，それまでの表面

的態度を一変させて，被控訴人を避けるようになったところ，これは，被控訴人か

らセクシャル・ハラスメント行為を受けたためであると考えられ，同行為があった

ことの証左というべきである（A の態度が急変したことを理由付け得る他の事情

は見出せない。）そして，被控訴人もこのような A の態度の急変に気づき，謝罪す

るメールを送信しているのであって，この点も，A が被害を受けたことを推測さ

せるというべきである。加えて，A は，その後に心身に変調を生じているところ，

その症状はセクシャル・ハラスメントの被害者にみられる症状と一致しているとの

専門家の所見があり，この点も被控訴人によるセクシャル・ハラスメント行為の存

在を推認させるものである。

［3］飲食店内の左太ももに触れる行為（相づちを打つようにポンとたたく癖）について

控訴審判決は次の通り，X の供述を採用しなかっ
70

た。

……本件店舗のカウンター席の状況に照らすと，隣席に座った相手の膝を相づちを

打つようにたたくとすれば，相手の膝に届くように意識的にカウンターの下に深く

手を差し入れる必要があると考えられるが，飲酒の席でこのような姿勢をとること

は不自然である上，このような状態から隣席の女性の膝を触る行為が，「相づちを

打つようにポンと相手の膝を打つ癖」の発現として説明できるものではないことは

明らかである。しかも，被控訴人は，これを癖による無意識の行動であったかのよ

うに説明するが，上記行為が何ら性的意図のないものであったとしても，被控訴人

は，その直後に A から手を払うようにされ，A が驚いたことが分かったというの
────────────
６９ 同 70頁。
７０ 同 70−71頁。
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であり……通常の社会人であれば，自己の行為が A に性的言動として受け止めら

れ，あるいは少なくとも不快感を与えたことは容易に想像できたというべきである

から，直ちに謝罪などするのが自然と考えられるにもかかわらず，被控訴人は何ら

の対応をすることなく，「その後は，右手を意識的にテーブルの上に置くようにし

た。」などと述べるのみであって，このような態度や弁解も不自然といわざるを得

ず，被控訴人の上記供述はにわかには採用することができない。

［4］A の X に対する迎合対応とセクハラ行為との整合性

控訴審判決は次の通り，A の X に対する一連の迎合対応を評価し，セクハラ行為の

存在とそれらとが矛盾しないと判断してい
71

る。

また，被控訴人は，①A が本件当日の飲酒の誘いに応じたこと，②本件店舗に

おいて途中で席を立つなどしていないこと，③帰宅の際にも被控訴人と同一のルー

トを通ったこと，④別れ際に握手を求めたこと，⑤別れた後に電車内から被控訴人

に対する感謝といたわりのメールを送信してきていることは，本件当日に何らのセ

クシャル・ハラスメント行為もなかったことを証明するものである旨主張する。

しかしながら，A が被控訴人からの飲酒の誘いに応じるなどしたのは，被控訴

人が本件学部の教授の地位にあり，発言力があると感じており，これを拒否すると

自己の本件学部内での立場に不利益が生じないとも限らないと考えたためであった

と認められ，また，隣り合わせの飲酒の席でセクシャル・ハラスメント行為を受け

たからといって，直ちに，その席を立って帰宅するなどすることも容易ではないも

のと考えられ，A は，上記のように本件学部における被控訴人と自己との関係を

考慮し，被控訴人の機嫌を損ねることを避け，自己に不利益等が生じないようにし

たいと思って，本件店舗で最後まで同席したり，同一のルートを通って帰宅し，別

れ際に握手を求めたり，謝礼のメールを送信したりしたものと認めるのが相当であ

る。そして，A が被控訴人に対して拒否的な態度や不快感を明確に示さなかった

からといって，A が被控訴人の言動に対して何ら不快感を抱かなかったといえる

ものではないことはもちろん，セクシャル・ハラスメント行為がなかったことを推

認させるといえるものでもない。

なお，被控訴人は，被控訴人と A との間には何らの上下関係もないと主張する

が，被控訴人は長年本件大学に勤務し，学部長の経歴をも有する教授である一方，

A は本件学部に着任して 1年に満たない准教授であり，約 20歳の年齢差もあるこ

とからすれば，本件学部の人事のシステム上，被控訴人が A の人事に直接的に関

与する権限を有さず，また，教授への昇任人事についての審査委員会に関与する可
────────────
７１ 同 71頁。
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能性も高いものではなかったとしても，准教授から教授への昇任が本件学部の教授

会において決定されることに照らせば，A において，教授である被控訴人に影響

力があるものと感じ，被控訴人の機嫌を損ねるなどすることが本件学部内での自己

の立場に影響を及ぼすのではないかと懸念したことはごく自然と考えられる
72

……」。

［5］懲戒手続について

X は，調査委員会において自身の事情聴取が行われず，弁明の機会が与えられてい

ないから，処分には手続上の違法があり，無効であると主張したが，控訴審判決は次の

通り，X の主張を斥けた。

……被控訴人は本件調査委員会において，……2回の事情聴取を受けるととも

に，詳細な事実経過説明書を提出したものであるから，懲戒処分手続要領の定める

弁明の機会を十分に与えられていたというべきであって，その手続には何らの違法

もないと考えられる上，被控訴人には本件処分を了承した大学協議会の審議結果に

対する不服申立ての機会が与えられ，その申立ても行ったものであるから，本件処

分に至る手続の違法があるとする被控訴人の上記主張は採用することができない。

なお，懲戒処分手続要領は，教授会ないし大学協議会が設置する調査委員会（第

5条）において，本人に対する弁明の機会を与えなければならない（第 7条）と定

めるものの，教授会は調査委員会の調査結果に基づいて審議するものとされ（第 2

条（3）），教授会においても本人の事情聴取を行うことや，弁明の機会を与えるこ

とが求められているわけではないから，教授会において被控訴人の弁明を聴く機会

を与えられなかったからといって，本件処分手続が違法となるわけではない。

Ⅳ セクハラ事件における
「被害者の意に反していたか否か」判定の困難化

1．違法性の程度という問題

加害者の行為が不法行為として賠償請求の対象となるためには，一定程度の違法性が

要求される。当該行為が，相手の意に反する，あるいは不快なものであり，かつ社会的

見地から不相当とされる程度の違法性を備えていることが必要であるとされる。被害者

が不快だと主観的に感じるだけでは足りず，社会的に不相当であることが要求される。

性的言動が特徴的となり判定しやすいセクハラと違って，職場のパワハラやアカハラ

の場合，合法的な叱責と違法なハラスメントとの差の判定が困難であると言える。どの

程度が「やり過ぎ」「行き過ぎ」として違法視されるかという議論が，予防に努力する
────────────
７２ 妥当であるという筆者私見を前掲注 52で示した。
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現場の気になるところである。例えば，「ぶっ殺すぞ」といった言動が留守番電話に残

されていたザ・ウィンザー・ホテルズインターナショナル事件では，第 1審判決も控訴

審判決も不法行為の認定をしているが，酒席での飲酒強要については，第 1審判決と控

訴審判決とでは意見が分かれてい
73

る。また，人によってその基準を変える必要もあるだ

ろう。例としては，病み上がりの人に暴言を浴びせる
74

例やお酒を受けつけない人に酒を

勧める
75

例が考えられる。

さて，セクハラ（性的言動）に関しては，その違法性認定の程度の基準は，意外に低

く，性的意図を含まなくても，性的に不快であれば，比較的軽微な行為も個別に不法行

為とされるというのが日本の判例傾向である。どの程度であれば違法視されるかの議論

もしつくされているだろ
76

う。例えば，カラオケ個室で他の人が歌う曲に合わせてダンス

を踊る，職場旅行の際に他の男性職員と女性職員の部屋を訪れ，原告女性のベッドに横

になる，職場旅行の際に，女性からもらったパンツを皆の前でズボンの上に引き出して

見せるという 3つの行為は，（3つ合わせてではなく）3つそれぞれが不法行為であると

認定されている
77

し，「昨夜遊び過ぎたんじゃないの」「秋葉原で働いた方がいい」「処女

に見えるけど処女じゃないでしょう」などの言動を日常的にすることも不法行為と認定

され
78

る。

一方，ここで注目したいのは，どの程度なら違法かという議論ではなく，「意に反し

ていたのか」「不快だったのか」という点がグレーで，あるいはまだらで判定しにくい

ケースが現れているという点である。

2．不快だったのかどうかという判定

職場のセクハラ及び狭義のキャンパス・セクハラには，色々な態様があり，強姦・強

制わいせつに類する重度のセクハラが見られる。性的な肉体関係・性交渉を伴うセクハ

ラについては，賠償金額も大きいという傾向があ
79

る。したがって，性交渉を伴う（即ち

重度の）ハラスメントについては，程度問題は議論にならないはずである。しかし，セ

クハラについては，「意に反していたのか」「不快だったのか」という点が論じられうる

────────────
７３ 控訴審判決は不法行為の成立を認めた。東京高判平 25. 2. 27，労判 1072号 5頁。原判決は，東京地判

平 24. 3. 9，労判 1050号 68頁。
７４ U 銀行（パワハラ）事件として知られる岡山地判平 24. 4. 19，労判 1051号 28頁。
７５ 上記ザ・ウィンザー・ホテルズインターナショナル事件。東京高判平 25. 2. 27，労判 1072号 5頁及び

東京地判平 24. 3. 9，労判 1050号 68頁。
７６ この点は，吉川英一郎（2010）「ハラスメント」齋藤修編『慰謝料算定の理論』ぎょうせい，274頁で

指摘した。
７７ 東京地判平 16. 1. 23，判タ 1172号 216頁。評釈として，吉川英一郎（2006）「職場上司による軽度のセ

クハラ行為に関する不法行為の認定」『私法判例リマークス』32号 48−51頁。
７８ 東京高判平 20. 9. 10，判時 2023号 27頁，労判 969号 5頁。
７９ 吉川（2010）276−278頁。
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という側面がある。言い換えると，セクハラの場合，合法的な恋愛が破たんして揉める

ケースと違法なハラスメントのケースとの違いをどう見分けるのかという問題がある。

恋愛をしているかのように見える両当事
80

者の関係はプライバシーの保護に阻まれ，第三

者が検証するのも容易ではない。両当事者の間で，外見上抵抗も無い状態で恋愛に見え

るような関係が継続している場合に，後日，一方当事者がセクシュアル・ハラスメント

を受けていたと告発した場合，現場において，両者の関係が恋愛だったのかどうか，判

定しなければならない。あるいは（加害者に権力があったので逆らえず迎合的な甘いや

り取りをしているが，本心ではなく）実際はハラスメントであったのかもしれない。

「意に反していたか」「合意だったか」いずれなのかという困難な判断を，告発を受理し

た学内調査委員会（又は類似の機関）が負わされる。以下に挙げるのはそのような判例

である。

学校だけでなく，企業においても，恋愛なのかセクハラなのかが問題となる事案は生

じている。例えば，質屋を業とする Y 1社に勤務する女性従業員 X が，同社社長 Y 2

及び勤務先店長 Y 3と夫々別々に，継続的に付き合い（その間，性交渉を持たされ），

さらに同社会長 A から心無い物言いをされて，肉体的・精神的に苦痛を受けたとして，

Y 2及び Y 3並びに使用者たる Y 1社に損害賠償を求めた事案があり，社長 Y 2のセク

ハラが認定されてい
81

る。したがって，以下のキャンパス・セクハラの事件は，特異な例

とは言えないだろう。

3．京都地判平 25. 1. 29私立大学特任教授セクハラ解雇無効事
82

件

本事件では，原告はセクハラ加害者とされる男性教授であり，被告は雇用主の大学で

ある。セクハラ被害者は他大学の女性大学院生である。加害者男性教授を雇用する大学

は，セクハラ行為を理由にこの教授を懲戒解雇したところ，処分の効力が争われた。京

都地裁判決は，大量の電子メールを吟味の結果，性的交渉について「女性の同意が無か

った（ハラスメントに該当）」とは言えないとして，原告の請求を認め解雇処分を無効

とした。なお，本件は控訴され，大阪高裁は原判決とほぼ同じ判断を示してい
83

る。
────────────
８０ 男女だけでなく，同性同士のカップルも論じ得る。
８１ 東京高判平 24. 8. 29，労判 1060号 22頁。原審は，性交渉は合意の上であったと認定，請求を棄却して

いる。東京地判平 24. 1. 31，労判 1060号 30頁。
８２ 判時 2194号 131頁。また，本判決に関しては，龍谷大学萬井隆令名誉教授の論説として，萬井隆令
「セクハラ事件の特徴と自由心証主義－客観性，説得性を持つ『心証』の形成に求められているもの－」
龍谷法学 46（2）号，2013年，425−462頁がある（「論説」とされているが，文中に，「本稿は上記事件に
ついて大阪高裁へ提出した意見書ほぼそのままである」という記述がある。この論説は，一審判決を踏
まえ，それを批判する意見書である）。http : //repo.lib.ryukoku.ac.jp/jspui/bitstream/10519/5175/1/r−ho_046_
02_003.pdf（2015年 1月 31日閲覧）。

８３ 一審判決に続いて，控訴審の大阪高裁も一審京都地裁と同じく，懲戒解雇処分を違法とし，退職金に当
るおよそ 54万円の支払を命じている。
「当裁判所も，控訴人の A に対する一連の行為は，新規程 3条 2項に規定するセクハラには該当せ�

同志社商学 第６６巻 第５号（２０１５年３月）２７８（ 828 ）



（1）事実概要

本事件は，ある学界で高名な教授 X（原告，加害者男性，妻帯者）が定年退職後，

特任教授として私立大学（被告，雇用主）に勤めたところ，別大学（X の元勤務先）

の同じ研究領域の女性大学院生 A（被害者とされる女性）と性交渉を重ねる間柄とな

り，当該院生によるセクハラ告発によって，勤務先大学（Y 法人）から懲戒解雇処分

を受けたために，その処分の有効性を争うとともに，処分及び処分の公表を不法行為と

して損害賠償請求を求めた事案である。

訴外 B 大学を定年退職した X（原告）は，被告 Y 法人の設置する私立大学（以下，

「YU 大学」）に 3年任期の特任教授として採用された。X はその研究分野で権威ある立

場を有していた。平成 19年 4月 23日，X は会食の席で，B 大学に在職する C 教授

（X を恩人として尊敬する）から，C の指導下にある博士後期課程大学院生 A を引き合

わされた。なお，その会食には，A の修士課程時代の指導教授である D 大学 E 教授も

同席した。

7月 29日，C 教授が中心となって発足した○○研究会があり，X, C 教授及び A が参

加した。その帰宅時，A の親切（突然の雨のため傘を持って X を追いかけ差し出した）

を契機に X は A の下宿前で A にキスをし，その後頻繁にメールを交わすようになっ

た。8月 5日，X は A をホテルに誘い，飲酒後，A の下宿で性交渉を持った。やがて

A の下宿や宿泊先ホテル等で性交渉を持つようになった。のちに A は X に対し，性的

関係を容認する態度や非難する態度を採ったりやめたりし，また，なじったり，好きだ

と言ったりもした。平成 19年 7月以降，A が X に送信したメールは 8,000通を数え

た。平成 20年 8月には，A から X との性的関係の話を聞いた A の知人 F が X に抗議

をしたことがあった。さらに A は，B 大学相談員や C 教授にセクハラ被害を相談した

りする一方で，X への恋愛感情を示したりもした。A は自殺未遂を訴えたこともあっ

た。カウンセリングを受けたりした後，平成 21年 6月 5日，セクハラの被害に遭った

として Y 法人に，その対応を求めた。

YU 大学（Y 法人）はハラスメント防止規程に沿って学内調査を行い，調査委員会に

よる慎重な調査を経て，X を懲戒解雇相当と判断する勧告が示された。弁明手続を経
────────────
� ず，したがって，就業規則 59条 7号に定める懲戒事由としてのハラスメント行為とはいえないから，
本件処分は違法であって，無効というべきであるが，被控訴人が本件処分をするについて，過失があっ
たと認めることはできず，また，被控訴人が本件処分の公表をするについても，故意・過失があったと
認められないものと判断する」と大阪高裁は判示した。大阪高判平 26.3.5判例集未登載（平成 25年
（ネ）第 760号，判決原本 14頁「第 3 当裁判所の判断」1（1））。なお，控訴人は，第 1審において，
労働契約上の権利を有する地位にあることの確認請求をしていたが，控訴審においては雇用契約終了に
基づく退職金支払請求へと，訴えを交換的に変更している。
この控訴審判決については，2014年 3月 5日付共同通信記事として，「二審もセクハラ認めず」と報

じられている。
https : //www.rosei.jp/lawdb/topics/article.php?entry_no＝61777（2015年 1月 31日閲覧）。
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て，平成 22年 1月 28日，Y は，ハラスメント防止規程及び就業規則を根拠に，X に

対し懲戒解雇処分を下し，2月 17日にはマスコミに X の所属学部・赴任時期を含めて

公表した。なお，Y 法人は，X に 3月分までの給与全額を支払っている。

これに対して，X は，①A との関係は，合意に基づくものであってセクハラではな

く，事実誤認に基づく懲戒解雇は違法であるとして地位の確認を求め，更に，②解雇処

分とマスコミ公表によって精神的苦痛を被ったとして，不法行為に基づく慰謝料支払を

求めて提訴した。

（2）判決要旨

京都地裁は，XA 間の性的関係に A が同意していなかったとは認められないとし，X

の A に対する行為は，不適切行為だがセクハラではないとして，懲戒解雇は違法無効

と判断した。しかし，①労働契約は終了したので地位確認を求める請求に理由は無いと

し，②Y 法人には，X が A に対して A が望まないセクハラ言動をしたと事実誤認して

もやむをえない事情があり，Y 法人に過失は無く，損害賠償請求に理由は無いと判断

した。更に，公表は，X の社会的評価を低下させる名誉毀損該当行為であるが，Y 法

人において社会に対し説明責任を果たす必要性は高く，公表は専ら公益を図る目的でな

されたものであるので，名誉毀損行為に故意過失は無いと判断して，名誉毀損に関する

X の請求を棄却した。以下，争点毎の裁判所の判断を要約する。

［1］X の労働契約上の権利の確認について

X は，労働契約期間につき 3年間延長されるのが通例で，延長の内示も受けたと主

張するが，それを認めるに足りる証拠は無い。XY 間の労働契約は終了しているので，

「労働契約上の権利の確認を求める請求は理由がな
84

い」。

［2］XA 間の性的関係がハラスメントに該当するかどうかについて

① A が Y 法人（YU 大学）に提出した申立書及び調査委員会における A の面談録が

存在するが，A は「当事者いずれからも証人申請はなく，裁判所における尋問がされ

ていないこともあり，その信用性の判断はかなり難し
85

い」。

② 「本件では，客観的な証拠として，原告と A との間で交わされた多数のメール……

が存在するので，それを検討するのが相当である。本件メール群のうち A が原告との

性的関係に関して原告を非難する内容のメールがあるが，それらとは反対に，A が原

告に対する愛情を表明するものや性交について肯定的に表現するものが多数存在する。

たとえば，『X のこと好きなの。だーい好きなの。…X－って叫んで抱きつきたいくらい

大好きなの。』，『大好きだから 1ヵ月も離れたら淋しいわ』，『X りん，子供が欲しいっ
────────────
８４ 判時 2194号 141頁。
８５ 同上。
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て初めて思って涙がとまらなくなるのがあったの。びっくりした。』などの A が原告に

送信したメールが存在する。そうすると，性的関係について非難する上記のメールから

直ちに A が原告との性交当時性交に同意していなかったと推認することはできな
86

い」。

③ 被告は G 作成に係る各意見書（以下「G 意見書」）を引用して上記のメールがセク

ハラ被害者の行動として不自然ではないと主張する。G 意見書の説明は次の通りであ
87

る。

一般に，セクハラの被害者が，加害者に好意を寄せているような文面の手紙，メ

ール等を送ることは珍しくない。セクハラの被害者は，加害者の感情を逆なでする

ことにより自分の職場環境等が悪化する可能性に配慮し，加害者をなだめるため

に，いわゆる「迎合メール」を送ることがある。メールは，直接相手の顔を見ずに

送ることができるため，本心ではないことを書くことができるのである。本件にお

いても，A はいっそのこと原告と合意の上で恋愛関係にあると受け入れてしまっ

た方が楽ではないかと考え，原告を喜ばせるようなメールを送っている。

また，A は，一種の諦めによる迎合メールだけではなく，申立てを決意して攻

撃的な内容のメールを送った後に，原告から無視され，通常の恋愛関係が破綻した

かのように終わってはたまらないとの思いから，原告との関係を修復するために，

積極的に原告との性的関係を求める文面のメールを書かざるを得なかった。A は，

博士論文指導の環境が破壊される，論文発表の場がなくなる，あるいは原告により

悪い評判を流布されるなどの危険性から，単純に原告との関係を断つのではなく，

原告に非を認めさせなければならないところ，そのためには，当面原告との関係を

つなぎ止めておかなければならないのである。『X と肌をくっつけると，安心す

る』，……などがそのようなメールである。

しかし，次の通り信用できない。「まず，A は，性交の直後に性交を振り返って肯定

的な感想を述べるメール，たとえば，『今日は上に乗って（いわゆる騎乗位の意味）沢

山動いたからお腹もうんと空いた。とても気持ち良かった』という内容のメールを送信

しているところ，仮に，A が意に沿わない性交を強いられたとすれば，当該性交の記

憶は最も忌まわしいものであり，なるべくそれを思い出さないように当該性交の話題を

避けるのが通常と思われる（G 意見書も，一般論として，セクハラの被害者が自分に

起きたセクハラの事実全部を無視するよう努めるのは普通の対応であるなどと説明して

いる）。そうすると，積極的に性交を振り返って感想を述べるという A の行動は，性交

を強要された者の行動として不自然である。……。上記のメールは，G 意見書がいう
────────────
８６ 同上。
８７ 同 142頁。
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ような，単に表面上の恋愛関係を装うものや，セクハラ加害者との関係を当面つなぎ止

めておくためのものとは明らかに性格が異なるというべきであ
88

る」。

「また，本件メール群の中には，A が，通常の交際相手に対してするように，あえて

原告の容姿や発言を茶化すようなメールが存在する。この点 G 意見書において，セク

ハラの被害者は，自分の就労環境等を守るため，加害者の暴力的な振る舞いを避けるた

め，あるいは相手に重圧を与えて相手の気持ちが自分から離れることを期待して，加害

者に迎合的な態度をとることがあると説明されている。しかしながら，これらのメール

については，上記のような目的と関連性がなく，G 意見書にいう迎合メールであると

みることには疑問がある。

さらに，A は，必ずしも原告が A との関係を断とうとしているときに性的な内容を

含むメールを送っているわけではなく，G 意見書が述べるように，恋愛関係が終わっ

てはたまらないとの思いから，原告との性的関係を求めるメールを書かざるを得なかっ

たというには疑問がある。

以上のとおり，G 意見書は，一般論としては十分理解できるものの，本件メール群

のうち，原告と A との性交に A の同意がなかったことを前提とすると不自然と思われ

るものについて，説得的に説明しているとはいい難く……にわかに信用することはでき

な
89

い」。

「他に原告と A との性的関係について，A が同意していなかったと認めるに足りる証

拠はなく，全体としては原告との関係の継続によって A の精神状態が悪化していった

様子がうかがえるものの，個々の性交について A の同意がなかったと認めることはで

きな
90

い」。

結論としては「原告の A に対する一連の行為は，大学教員としての品位を損なう不

適切な行為であるとはいえるものの，相手の望まない性的な言動ということはできない

から，新規程 3条 2項に規定するセクハラに該当せず，就業規則 59条 7号の『ハラス

メント』に該当するということはできない。したがって……本件処分は違法，無効とい

うべきであ
91

る」。

［3］本件処分の不法行為性（Y 法人の過失の有無）

① 懲戒解雇が無効であって使用者の過失が認められる場合，使用者は原則として不法

行為責任を負うということについて，裁判所は以下のように述べる。

「使用者は，被用者を懲戒解雇する場合，懲戒解雇事由の有無につき十分に調査を尽

くした上，合理的な事実認定を行い，それを前提に当該行為が解雇相当かを合理的に判
────────────
８８ 同上。
８９ 同上。
９０ 同上。
９１ 同上。
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断すべき義務を負っていると解すべきであり，使用者が事実認定を誤って被用者を懲戒

解雇したが当該解雇が違法，無効であったときは，原則として，使用者は上記義務に違

反したものとして不法行為責任を負うべきであると解するのが相当であ
92

る」。ただし，

次の例外にも触れる。

「もっとも，使用者が事案の性質に照らしその方法及び態様等において十分な調査を

行い，当該調査の結果得られた資料を検討した結果，誤った事実認定をした場合であっ

ても，当該事実誤認をしてもやむを得ないといえる特段の事情がある場合には，上記義

務違反は生ぜず，過失は否定されると解すべきであ
93

る」。

② 本件では，XA 間で A の望まない性的関係があったという調査委員会の誤った事

実認定を前提とした本件処分は違法，無効である。しかし，「原告は B 大学を退職した

とはいえ，原告を恩人として尊重する C 教授が発足させた○○研究会等に参加してい

たのであり，C 教授の指導を受けている A に対しても一定の指導上の影響力を持って

いた……ところ，A は，……28歳又は 29歳であったのに対し，原告は当時 63歳又は

64歳であり，両者の年齢が 30歳以上離れていること，原告と A は……会食の場で紹

介されたのが会った最初であること，その後……恋愛感情をうかがわせるようなメール

等のやりとりは存在しないにもかかわらず，2回目に会った同年 7月 29日にはキスに

及び，それから 1週間も経たない同年 8月 5日には性交に至っていること……，A は

最初の性交時生理中であって，通常は性交を避けることを望む女性が多いのではないか

と思われることなどからすると，一般的には，原告と A が純粋に恋愛関係にあったと

は考えにくい……。そして，A による本件申立て及び調査委員会による……（A 面談

録）において，A は，具体的かつ詳細に，原告との自己の意に沿わない性的関係を持

ったことを述べているところ，多数存在する本件メール群は，原告と A が性的関係を

持っていたことを裏付けるものであった。さらに，A が……学会全国大会の帰りに，

関西国際空港から原告やほかの学生らと別行動を取ったことは争いがないところ，A

が原告と行動を共にすることを避けるためにあらかじめ関西国際空港のホテルを予約し

た上，そこに宿泊し，同ホテルから原告に対して明確に拒絶の意思を表示するメールを

送信したという A の供述する事実経過は，上記の争いのない事実と整合する自然なも

のといえる……。……調査委員会が A の供述は十分な信用性を有すると考えたことも

やむを得ない面がある……。加えて，A が原告に送信した本件メール群には，……A

があたかも原告との性交を望んでいなかったかのようなメールと，逆に原告と恋愛関係

にあるかのようなメールが交互に入り混じっているところ，その精神状態の理解につい

ては，専門家間においてさえ意見が分かれるほどであり，……本件に適用し得る経験則
────────────
９２ 同 142−143頁。
９３ 同 143頁。
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の選択に当たって困難を生じさせていた……。……本件事案は，原告と A が現実に性

的関係にあり，A の申告内容や供述も不合理であるとして直ちに排斥できるものでは

ないことなどからすると，被告において，原告が A に対し A が望まない性的言動をし

たと考えたこともやむを得なかったということができ，前記特段の事情を認めることが

でき
94

る」。

③ 手続的な点について「……調査委員会は，約 3か月間にわたり，原告及び A に対

する各 2回のヒアリング，原告及び A から提出された書面，B 大学……調査報告書及

び原告提出に係る大量のメール等の検討などを含む調査を行ったところ，……公正な態

度で臨んでいる……。……手続的な面からみても，被告の調査に過失があったというこ

とはできない」。

④ したがって，「被告に過失があったということはできず，原告の本件処分による不

法行為に基づく損害賠償請求は理由がない」。

判決は，懲戒解雇が無効であるとしつつ，被告大学側の過失を認めず，不法行為責任

を認めなかった。

［4］本件処分を公表したことの不法行為性（違法な名誉毀損かどうか）について

① 「……被告は，少なくとも京都新聞社に対して，本件処分対象者の所属学部，被告

への赴任時期，年齢が 60歳代であることを明らかにした上で，同人が……頃にかけて，

大学院生に強要して性的関係を結んだことを公表したこと……が認められる。そうする

と，本件摘示事実を基に新聞報道がされた場合，当該新聞の一般の読者において，若干

の調査をすれば，本件処分の対象が原告であることを特定することが可能である……。

……原告の社会的評価が低下することは明らかである。したがって，本件事実摘示は客

観的に名誉毀損に該当す
95

る」。

② 「もっとも，被懲戒者である原告の地位及び学生に対するセクハラを理由とする大

学教授の懲戒解雇という本件事案の性質から被告において最低限の情報を提供して社会

に対する説明責任を果たす必要性は高いといえること及び本件摘示事実の内容に照らす

と，……公共の利害に関し，専ら公益を図る目的に出たものと認められる。……被告に

おいて，原告が A に対し A が望まない性的言動をしたと考えたこともやむを得ないと

いえる特段の事情が認められる以上，被告において本件摘示事実を真実であると信じる

につき相当な理由があった……。したがって，名誉毀損行為について被告の故意・過失

を認めることができず，名誉毀損に係る原告の請求は理由がな
96

い」。

判決は，処分公表が名誉毀損であるとしつつ，被告の不法行為責任を認めなかった。

────────────
９４ 同 143頁。
９５ 同 143−144頁。
９６ 同 114頁。
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Ⅴ 判例を通して考える紛争予防と処理方法

2つの近時判例傾向を指摘し，典型的な判例を紹介した。すなわち，加害者とされた

側が反撃をする「ファイトバック・ケース」と，セクハラ事件においてハラスメント行

為が「被害者の意に反していたか否か」判定が困難なケースである。それらを振り返っ

て，学校（特に，大学）におけるハラスメント・トラブルの予防及び解決のために役立

てることにしたい。

1．ファイトバック・ケースの発生を前提とした対応

（1）懲戒処分に至る学校の調査の正確性・信用性の問題

金沢地判平 23. 1. 25アカハラ事件では，懲戒処分の根拠となった調査記録が裁判所

によって検証される結果となったが，多くの点で，正確性・信用性に疑義があるとされ

た。それら大学の調査記録を低く評価していることがこの判決の特徴の 1つである。フ

ァイトバック・ケースが増加している以上，学校関係者はハラスメント事件発生時に，

将来加害者によって事件が法廷に持ち出され，裁判所によって再検証されることも想定

しておく必要がある。金沢地判平 23. 1. 25アカハラ事件判決では，例えば，平成 19年

事案につき，被害者学生の面談記録が聞き取りの要約であって「供述を直接記載した書

面ではないから，その内容の信用性が高いとはいえな
97

い」とされていたり，被害学生か

ら個別に聴取したものでなく「5名を同席させた上で聞き取ったこ
98

と」が記録の正確性

を損なっているとされたりしている。また，委員長が「懲戒事由に該当する事実があっ

た日を十分に特定することなく調査を進めた」点が問題視されたり，被告提出の陳述書

について「本件提訴後である平成 21年以降に作成されたものであり，陳述に係る出来

事から少なくとも 1年数ヶ月以上経過して作成されたものであり，経年変化に伴う記憶

の変遷を考慮すると
99

……」と，その信用性を疑問視されたりしている。証拠の収集・確

認の際に，将来の再審査に耐えられるほどの精度が確保できているか，十分な注意を払

うべきであろう。この事件では結局，これら証拠の不十分さが裁判所による懲戒処分の

無効認定を導いた一因であるようにも伺える。

また，被害者のしっかりした証言を得られるかどうかも重要であろう。金沢地判平

23. 1. 25アカハラ事件同様ファイトバックが成功した京都地判平 25. 1. 29私立大学特

任教授セクハラ解雇無効事件でも，被害者の面談録の信用性の判断は難しいと認定され

────────────
９７ 労判 1026号 135頁。
９８ 同上。
９９ 同上。
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ているし，この事件で被害者は，「当事者いずれからも証人申請はなく，裁判所におけ

る尋問がされていな
100

い」。一方，ファイトバックが失敗した大阪高判平 24. 2. 28キャン

パス・セクハラ事件判決で，加害者被控訴人は，被害者 A の原審証言及びそれ以前の

供述は信用できないと主張したが，大阪高裁は「本件当日の経緯に関する A の証言等

は，具体的かつ詳細で，迫真性もある上，終始一貫しており，その内容等に特段不自

然・不合理な点はな
101

い」として，A の証言に大いに依拠して，原判決を覆している。

あえて踏み込んだ言い方をするならば，あやふやな証拠の下，拙速・乱暴な事実認定

を行って処分を断行するというのは愚行である。加害者からの提訴を経て，裁判所によ

って事実の検証が行われる結果となり，そこで処分が無効とされれば，混乱が一層拡大

することになる。調査とその記録が持つ重要性について再認識すべきである。

（2）被害者に対する保護と加害者の人権に対する配慮との間のバランス

そもそもあやふやな証拠の下，拙速・乱暴な事実認定を行えば，ハラスメント対応自

体が容疑者いじめ，加害者の権利侵害となることを十分に意識する必要がある。だから

こそ加害者とされた者からのファイトバックが見られるのである。もともとハラスメン

ト予防の枠組みは，ハラスメント行為者への懲戒手続を通じて，特定の人物に対する攻

撃手段として活用されうるという側面を持つ。例えば，「ハラスメントの噂があるなら

ば必ずハラッサーを吊るし上げねばならない」という使命感や組織の面子が誤って暴走

する場合や政治的に敵対する派閥のメンバーを罠にはめようとする場合も想定できる。

「ハラスメント予防＝正義」が錦の御旗となることで，ブレーキ役がいなくなり，慎重

さがなくなるという事態も予想される。

金沢地判平 23. 1. 25で注目すべき点として，裁判所は，被告大学側の証拠をにわか

には信用していないし，経緯・状況が明らかでないことを理由に，多くの対象行為につ

いてハラスメントを認定しなかった。特に判決は，原告の指導が不適切である可能性は

指摘しつつ，指導の不適切・拙劣さとハラスメントとを峻別している。ハラスメント対

応において「申立てがあれば処分」「処分＝善」という条件反射的な妄信が広がらない

よう注意すべきである。

ついでながら，ハラスメントを指摘された当初，金沢地判平 23. 1. 25の原告准教授

は大学に「何がハラスメントなのか」とハラスメント行為の特定を求めているが，大学

は被害者・関係者のプライバシーを理由に拒んでいる。対象の行為を特定されなけれ

ば，弁明の仕様がないし，弁明の機会を奪うことは人権の侵害であることにも留意しな

ければならない。もちろんハラスメント事案では加害者等による「告発者への報復」も
────────────
１００ 判時 2194号 141頁。
１０１ 労判 1048号 70頁。
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想定できる（実例も多
102

い）ので，被害者・関係者保護は重要である。がしかし，一方で

は，事実の誇張・勘違いやでっち上げの可能性も考えて，加害者の弁明機会の確保に向

けて慎重に対処しなければならないだろう。

さらに懲戒処分の程度が行き過ぎるという点も，加害者とされた者の人権への配慮と

いう点で問題となる。金沢地判平 23. 1. 25では，大学の懲戒処分として「譴責，減給，

出勤停止，諭旨解雇及び懲戒解雇を規定しているところ」，この事件の懲戒事由は「い

ずれも直ちに犯罪行為に該当するようなものではなく」，（大学の懲戒処分標準例の）

「出勤停止事例に直接該当するとは解されない」とされているし，原告は「これまでに

何らの懲戒処分を受けたことがないのみならず，……訓告や厳重注意も受けたことがな

いのであって，訓告，厳重注意，譴責ないし減給によって原告の改善がおよそ期待でき

ないような事情は本件記録上窺えない」と，いきなり重い処分を課した点が批判されて

いる。つまり，懲戒処分の程度について，裁判所はかなり慎重である。ハラスメント再

発防止の目的が達せられるなら，いきなり厳罰で臨むのではなく，訓告や厳重注意など

の比較的軽めの処分をまず与えるといった段階的処分の方が裁判所にも受け容れられそ

うで，妥当であるだろう。

2．ハラスメントと認定される行為とは－1指標としてのストレス性身体症状

金沢地判平 23. 1. 25アカハラ事件では，大学がハラスメントであると主張する加害

者の言動の多くが，裁判所によって，ハラスメント指針に該当しない（懲戒事由ではな

い）と認定された。一方，原告の言動の内 2行為がハラスメントとして認められてい
103

る。2行為の一部は，准教授が，大学院入試と研究との両立が難しいという学生 B 1に

対して，「勉強しないで研究に参加してたのは，あんたの納得の上でのことやろ？」「そ

ういう道を選んだ責任は全部あんたにあるやろ？」との発言とそれに続くメールであ

る。暴言であると被告大学が主張している
104

が，字面だけを見る限り，成果を挙げるため
────────────
１０２ 例えば，従業員が，社内コンプライアンス室に，上司らの不正行為（取引先からの引き抜き行為）を通

報したところ，不当な配転命令やパワハラを受けたという事案（東京高判平 23. 8. 31，判時 2127号 124
頁，労判 1035号 42頁）や消費者金融会社の女性職員が上司から職場の食事会で太腿を触られ，上司の
セクハラの噂が広がったところ，上司から「君の悪い噂がぽっぽっぽっと出ているぞ。ここにいられな
くなるぞ」と退職を示唆された事案（京都地判平 18. 4. 27，判タ 1226号 171頁，労判 920号 66頁）な
ど。

１０３ 懲戒事由相当であると判決中で認定されたハラスメント 2行為に対しては，大学にも予防措置を取る責
任があることになるだろう。被害学生に対して迅速適正な措置を取るべきことは言うまでもない。この
点，学生 A 1が原告の授業時に気分を悪くする等の身体症状を示している点を踏まえ，G 教授（本件
を最初にハラスメント問題として相談員に相談した教授）が，原告に対して「ボランティアをやめさせ
ること」，「学生らに接触しないこと」及び「学生らの連絡網を返すこと」を要求したこと（労判 1026
号 132頁）は，被害拡大を防ぐ上で大学の対応として妥当であったように思われる。

１０４ 大学側がこの発言をハラスメントだと主張してしまう行為は，筆者には，自分の首を絞めるようなもの
にも思える。「学生のことを思って叱責すること」までも大学当局が違法視しているように受け取れる
が，そのようなことで本当によいのだろうか。誰も叱責などしなくなるわけであるが，教育から叱責�
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にある程度厳しいことを要求したり，他人に迷惑をかけることを叱責したりするような

指導は，学生本人のためになるものとして順当なもののようにも思える。それでは，教

員としてはどのあたりで自分にブレーキをかけるべきであろうか。

金沢地裁判決では「……『うつ状態』などの診断書を提出した学生に対する指示とし

て明らかに不適切であり」とされ，懲戒事由に該当するとされている。結局，諸言動が

ハラスメントであるか否かは，多くの事情を総合考慮することで決定すべきであろう
105

が，本件では，俎上に上ったその他多数の言動について，その検討の根拠になる情報

（証拠）が不確かであることからハラスメント性が否定され，結果として，ハラスメン

トとして認定されたのは上記 2つの行為に限られている。そのうえで，上記 2行為の両

方とも，被害学生がストレス性の身体症状を発しているという点が共通している。少な

くともこの点，「精神的ストレスから身体的症状が発生している」ということが，「ハラ

スメント問題が一定レベルを超えて危険水域に入り，迅速・適正な対応が必要となって

いる」ということを意味する重要な警鐘であるように思われる。

大阪高判平 24. 2. 28キャンパス・セクハラ事件でも，被害者の准教授が「……しば

らくは何も考えられない状態であったこと，食欲がなく，寝汗をかき不眠となるなど体

調が悪
106

い」と相談員に訴えている。

1つの目安として，加害者の行為によって被害者がストレスを受け，その結果，身体

的症状を発したという状況は，裁判ともなれば，恐らくハラスメントが認定される「行

為の程度」であると言ってよいだろう。状況がそのように当てはまるのであれば，指導

の行き過ぎを指摘された者は高をくくっている場合ではないだろう。

────────────
� という手法を奪ってよいのか，悩ましい問題である。
１０５ 例えば，本判決では 19年学生の事案について「これに該当するか否かを判断するためには，原告がし

た発言内容の有無自体だけでなく，原告と 19年学生ら各人との当時の関係や，原告及び 19年学生の会
話全体における発言の位置付け，19年学生らの反応，発言がされた状況・文脈，その後の作業がどの
程度，諸事情を考慮する必要がある」とされている。労判 1026号 136頁。
セクシュアル・ハラスメントに関しても，職場のセクハラの初期判例として，名古屋高裁金沢支判平

8. 10. 30，労判 707号 37頁は「ところで，職場において，男性の上司が部下の女性に対し，その地位
を利用して，女性の意に反する性的言動に出た場合，これがすべて違法と評価されるものではなく，そ
の行為の態様，行為者である男性の職務上の地位，年齢，被害女性の年齢，婚姻歴の有無，両者のそれ
までの関係，当該言動の行われた場所，その言動の反復・継続性，被害女性の対応等を総合的にみて，
それが社会的見地から不相当とされる程度のものである場合には，性的自由ないし性的自己決定権等の
人格権を侵害するものとして，違法となるというべきである」と述べる（最判平 11. 7. 16，労判 767号
14頁も支持）。下線による強調は筆者による。

１０６ 労判 1048号 69頁。
ちなみに，2014年 7月に厚生労働省のセクハラ指針（男女雇用均等法 11条 2項参照）が改正された

が，改正ポイントの 1つは，「被害者に対する事後対応の措置の例として，管理監督者または事業場内
の産業保健スタッフなどによる被害者のメンタルヘルス不調への相談対応を追加」したことである。厚
生労働省のウェブサイト参照：http : //www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000033232.html（2015年 1月 26日閲
覧）。
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3．無効な懲戒処分によって受けた苦痛の慰謝（消極）と学校の態勢づくり

（1）不法行為と認定しつつ慰謝料を認めなかった金沢地裁

金沢地判平 23. 1. 25アカハラ事件では，ハラスメント加害者とされた原告は，懲戒

処分の無効を主張し，その認定を得たが，同時に請求した精神的苦痛（処分自体とその

処分の記者会見による発表という不法行為に伴う）に対する慰謝料支払いについては認

められていない。裁判所は「精神的苦痛は，当該懲戒処分が無効であることを確認さ

れ，懲戒処分中の賃金が支払われることにより慰謝されるのが通常であり，これによっ

てもなお償えない特段の精神的苦痛を生じた事実が認められるときにはじめて慰謝料請

求が認められる」と述
107

べ，また，「原告には懲戒事由該当事実が存在することもあわせ

考慮すれば，本件について，このような特段の事実は認められないから，本件処分を不

法行為にあたるとして慰謝料の支払を求める原告の請求は理由がな
108

い」として斥けてい

る。

金沢地裁は，不法行為の存在を認めるもの
109

の，苦痛が特別に考慮に値するものでない

ため不法行為に基づく慰謝料請求を認めないとする訳だが，論理にやや疑問を感じる。

原告の行ったアカハラ行為が 6か月の出勤停止という重い処分に相当する重大な行為で

あると評価したから，大学は記者会見をして説明やお詫びをしたのであろう。そして，

原告は一時，重大なハラスメントの行為者としてのレッテルを貼られたわけであるか

ら，処分が無効となり未払賃金が支払われることで（元の状態に復するほどに）慰謝さ

れるとは思われない。人知れず処分が下され人知れず訂正されるというのであれば，特

段の精神的苦痛はないという判決の言い回しも妥当するが，処分と記者会見によって悪

質なハラスメント加害者として世に知れわたった以上，その処分が無効となり，不法行

為を認定したならば，それこそ特段の精神的苦痛を推定し，論理的帰結として，相応の

埋め合わせに見合う慰謝料を認定すべきであるようにも思われる。

────────────
１０７ 被処分者は「処分無効が確認され，未払賃金が支払われるということ」で慰謝されるという理論はまれ

ではないようである。「違法な懲戒処分であったと認められる事案では，処分が無効であると判断され
て経済的不利益の救済がなされることにより不利益の回復が図られたとして，慰謝料請求は理由がない
と判断されることがある」とされる。櫻庭涼子「第 5章 労働関係」齋藤修編『慰謝料算定の理論』
（ぎょうせい，2010年）154頁。
例えば，本件同様，大学におけるアカハラに関わる業務命令違反に基づく戒告処分が権利濫用として

無効とされた学校法人 V 大学事件（東京地判平 24. 5. 31，労判 1051号 5頁，27頁）において，「本件
懲戒処分は，上記のとおり無効・違法なものであるものの，本件業務命令は適法であり，原告にはこれ
に従う義務があったから，懲戒事由に該当する非違行為はあった……こと，懲戒処分が最も軽い戒告に
とどまるものであることのほか，本件懲戒処分に至る経緯等に鑑みれば，本件懲戒処分を受けたことに
より被った原告の精神的苦痛は，本件懲戒処分の無効が確認されることをもって慰謝されると解するの
が相当である」との判示が見られる。

１０８ 労判 1026号 143頁。
１０９ 処分を無効とすることで，不法行為を認定しなくとも，労働契約の履行としての未払賃金・賞与の支払

いを命じることは可能であるが，裁判所は進んで処分が不法行為であると，私物搬出入実費・弁護士料
支払いを容認する文脈で認めている。労判 1026号 143頁。
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処分が無効で賃金が支払われるのは労働契約の履行上当然であり，未払賃金の支払い

があることを理由に不法行為の慰謝料を不要とするという論理も理解しにくい。特に，

本件原告が通常の労働者であれば，停職期間中負うべき労役を免れたのであるから未払

賃金の追加支払分は丸儲けであると理解できるかもしれないが，本件原告は研究者であ

り，停職期間中，大学施設内での研究を阻まれるという研究者固有の不利益を受けてい

るので，通常の労働者と同じ扱いで判定するわけにはいかないのではないだろうか。金

沢地判平 23. 1. 25アカハラ事件では，一部懲戒事由（ハラスメント行為）の存在が認

められるから，ハラスメント加害者からの慰謝料請求は妥当でない（クリーンハンドで

ない原告に慰謝料請求は許されない）というバランス感覚が働いているのかもしれな

い。しかし，そのような一部懲戒事由が認定されるとしても，処分の行き過ぎに対する

評価がゼロになるわけではないだろう。不法行為の成立を認める以上，行き過ぎた処分

をした大学に対しては，処分の被害者（原告）に宛てて相応の慰謝料を支払うべく命じ

るのが妥当であって，ハラスメント加害者の当該一部懲戒事由に基づく責任（被害者学

生に対して不法行為として問われるべきもの）は，別の事柄であるように思われる。

以上の筆者の私見は別にして，留意すべきであるのは，懲戒処分が不法行為であると

されたにもかかわらず，加害者への慰謝料支払いが認められていない点である。

（2）処分に過失は無かったと不法行為の成立も認めなかった京都地裁

私立大学特任教授セクハラ解雇無効事件で京都地判平 25. 1. 29も，大学がセクハラ

と認定した女性大学院生と原告男性教授の関係を，ハラスメントではないとして，懲戒

処分を無効としたのであるが，金沢地判平 23. 1. 25アカハラ事件とは異なり，処分に

ついて不法行為の成立を認めなかった。第Ⅳ章で既述の通り，裁判所は，使用者には，

被用者を懲戒解雇するにあたり，懲戒解雇事由の有無につき調査を尽くした上，合理的

な事実認定を行い，解雇相当かを合理的に判断すべき義務があるので，使用者の事実認

定が誤りで当該解雇が違法，無効であったときは，原則として使用者は不法行為責任を

負うとしつつ，例外を認めている。この例外が存在することの意義は，現場にとって大

きいというべきである。つまり，使用者が事案に応じて，調査の方法及び態様等につい

て配慮したうえで十分な調査を行い，その調査の結果を検討した結果，やむなく事実誤

認をしたという特段の事情がある場合には，過失は否定されて，不法行為責任までは負

わないというのであ
110

る。裁判所の採るこのようなスタンスは，「いい加減な調査でなく，
────────────
１１０ 比較的最近の判例として，女性同僚に対するわいせつ行為を理由に懲戒解雇された高校の専任教諭が解

雇無効と不法行為による損害賠償を争った事例として大阪地判平 25. 11. 8（労判 1085号 36頁）があ
る。大阪地裁は解雇無効を認めたが，不法行為の成否については，「本件懲戒解雇は，懲戒の対象とし
た非違行為が存在することを認めるに足りる証拠がないため無効であるが，懲戒処分が無効であること
から直ちに不法行為が成立するものではなく，別途，不法行為の成立要件を充足するか否か検討して�
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きちんとした調査をし，その結果を十分に検討したうえでの答であれば，それが誤って

いたとしても後に批判されることはないので，勇気をもってしっかり調査と結果検討を

しなさい」と，学校側の対応を叱咤激励するかのように聞こえる。

（3）ハラスメント問題に対する大学の相談・調査体制の実情

既述したが，金沢地判平 23. 1. 25アカハラ事件では，大学による調査のやり方に問

題があり，裁判所によって調査結果が十分信用されなかった。処分は無効とされ，不法

行為の成立も認められた（ただ，慰謝料の支払いは認められていない）。一方，処分は

無効であるものの，学校の調査に過失がないので，処分に不法行為責任は認められない

とされたケースにも触れた。学校によって調査の態勢にかなりの差があるのだろう。

そこで，大学におけるハラスメント相談・調査体制に関連して，1つ提言しておきた

い。学校では，組織内の自治が重視される傾向がある。特に大学に関しては，憲法上の

「学問の自由」（23条）の中核が「大学の自治」の概念であるため，教授会が何事をも

判断するという伝統があるだろう。したがって，ハラスメント相談員も各学部の先生方

が任命され，事件が発生した際の調査委員会の委員メンバーも教授陣から選ばれること

が多いだろう。もちろん適材適所という理由で，法学部・法科大学院から担当者が選ば

れ，そのメンバーは，元法曹，ことによると現役弁護士ということも考えられるし，不

法行為法，労働法，民事訴訟法等の関係諸法令の専門家である場合もあるだろう。しか

し，多くの場合，そのような当番は，公平性の観点から，各学部から選抜されたり，輪

番であったりすることも多いと推測する。研究者の集まりである教授会のメンバーは，

法学部・法科大学院に属する専門家でなければ，ハラスメント紛争の法的性質も，当事

者の人権の扱いの問題についても，良く知っている訳ではないし，強く関心があるとい

────────────
� 判断すべきである」（同 46頁）と述べ，「これらの事情からすると……被告 A 学院の事実認定が，合理
性を著しく欠く恣意的な判断ということはできず，また，原告の供述態度が原因で事実認定が困難とな
ったという面もあるのであるから，本件懲戒解雇が社会的相当性を逸脱する不法行為法上違法な処分で
あると評価することはできない」（同 47頁）として，原告の不法行為に基づく慰謝料請求を斥けた。
また，大阪地判平 23. 9. 15（労判 1039号 73頁）では，被告 Y 大学の准教授である X（原告）につ

いて，新入生歓迎会の後，女子学生を自分の研究室に連れ込んでレイプをした旨の記事が雑誌に掲載さ
れたことをめぐり，X の所属する教授会の懲戒処分決議を経て，Y 大学が X に停職 6ヵ月の懲戒処分
を発したことが争われた。停職 6ヵ月の処分は重すぎ，処分は違法であると主張して，処分の無効確
認，停職期間中の賃金の支払と不法行為に基づく慰謝料支払いが争われたが，裁判所は，X の行動は
就業規則に抵触しているが，停職 6ヵ月の処分は重すぎて相当性を欠き（せいぜい 3ヵ月が相当），懲
戒権の濫用であるので違法，無効であるとし，未払賃金の支払を認めたが，大学の不法行為責任（慰謝
料の支払）は否定した。この際，大阪地裁は「……処分の内容について相当性を欠き，被告の裁量を逸
脱したものではあったが，……本件処分に至る経緯を踏まえると，被告の調査及び手続は適切に行われ
たものと評価することができ，……本件処分を行うにつき被告に故意又は過失があった事実を認めるこ
とはできない。また，被告の行った懲戒処分の公表については，被処分者である原告の氏名を特定して
行ったものではないこと，公表の内容についても，処分事由を要約して行ったに過ぎないものであるか
ら，原告との関係で不法行為に当たる余地はない」として，不法行為に基づく損害賠償請求を斥けてい
る。
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うものでもないだろう。ファイトバック・ケースが増え，後日，裁判所による再審査を

受ける可能性が増している訳だが，担当者とされた不慣れな研究者に知識や熱意が無い

という点が原因となって，「調査・対応において学校側に過失があった」と後日，裁判

所に指摘されるということはあってはならないように思われる。しかし，ハラスメント

紛争処理を，知識がなく，関心もない素人に任せるという体制をとれば，金沢地裁アカ

ハラ事件のように，被害者を一堂に集めて同時に証言を取り，ただ要約の記録を残して

済ますという（後日，裁判所によって証拠として信頼性が乏しいと評価される）対応と

なるのは，想像できるところである。なんとかそのリスクを事前に減らしておくことを

検討すべきである。

例えば，学校内に法務セクションを設置して，紛争処理に適したスタッフ（例えば，

若手弁護士を組織内ロイヤーとして）を雇用し，相談窓口に充てるとか，相談員や調査

委員のアドバイザーとしてペアにするということが考えられ
111

る。外部の法律事務所に都

度相談できるようなネットワークを持っておくということも考えられるだろう。また，

組織内で，ハラスメント紛争処理に関する講習会を開き，知識や関心の不足を是正する

取り組みも必要だろう。

（4）懲戒手続に発展する以前の段階で利用可能な紛争解決手続の工夫

ハラスメント行為については，加害者（例えば，上位者である教授）自身の加害行為

に対する軽視・過小評価と，被害者側の恐怖感・ダメージに対する過剰な意識との間に

大きなギャップがあることが紛争の原因となっているように思われ
112

る。ギャップが埋ま

らないため，当事者間の関係悪化はエスカレートしていくわけだが，やがてハラスメン

トのクレームが組織内で問題視されて，本格的調査手続，懲戒手続へと進行するとなれ

ば，関係者の傷が深くなるだろう。クレームが小さいうちに警鐘をならし，関係改善の

調整手続をとることができたら，懲戒手続や訴訟に進展しない可能性も高い。特に，第

三者が客観的な意見をもって介入することで，当事者が冷静になることが期待できる。

一般社会の紛争解決手続においては，あっせんや調停といった ADR（裁判外紛争解決

手続）が用いられている。学校組織内でもこれを模して，（刑事的な懲戒手続だけでな

く）トラブルが比較的軽微な段階で第三者が調整に入る紛争解決手続をも導入した方が

────────────
１１１ 相談対応窓口を 1つに集約せよということを主張しているつもりはない。かつて，吉川英一郎（2004）
『職場のセクシュアル・ハラスメント問題』でも述べたが（187−191頁及び 194−195頁），相談窓口は多
様な方が良いと考える。

１１２ 金沢地判平 23. 1. 25アカハラ事件における，加害者准教授と被害者学生との間のやり取り，例えば，
被害者学生が医師の診断書を提出した際に，加害者准教授が学生に「体調は管理できない自分が悪い」
「こんなもん他の人に見せたらあかんで」などと述べて作業を続けさせたこと（労判 1026号 141頁）が
典型であろう。
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良いであろ
113

う。

4．キャンパス（スクール）・セクハラ固有の論点

京都地判平 25. 1. 29私立大学特任教授セクハラ解雇無効事件を，加害者教授と被害

者院生との関係が被害者の望まない性的関係なのか，望んでいる関係（恋愛）なのか，

困難な事実認定を扱った事案（結果としてセクハラは認められなかった）として紹介し

たが，大学関係者としては，懲戒解雇処分が無効であると決着したことについて，なに

かしら納得がいかないところがあるのではないだろうか。キャンパス（スクール）・セ

クハラをめぐって今後検討すべき点として以下の諸点も挙げられるだろう。

（1）ハラスメントを「個々の性交渉への同意の有無」だけで判定してよいか。

大学院生・学生等が教授等の教員に畏怖・畏敬の念を持つということが学び舎という

社会の特徴であり，また，それが学び舎の秩序維持に役立っている。一方，支配従属関

係が働くハラスメントでは，精神状態に心理的な束縛が働いて，抗うことができないと

いう場合があることが知られている。例えば，東京高判平 16. 8. 30（判時 1879号 62

頁）では，ゼミ講師である著名人の講演後の出来事で，ホテルから逃げる機会があるに

もかかわらず，外形上被害者が加害者の求める性的行為に応じていたのであるが，裁判

所は，精神状態に心理的な束縛が生じて拒絶意思が働かないほどの無気力状態に陥った

ことを認定している。また，前述の通り，東京高判平 24. 8. 29（労判 1060号 22頁）で

は，社長と店長が被害女性者原告と性交渉を伴う関係を一定期間続けているが，社長

（企業内でトップの地位にあることに留意）について，ハラスメントが認定されている。
────────────
１１３ 野田進（2013）「職業人としての大学教員⑦ アカデミック・ハラスメントと『調整』」『書斎の窓』629

号表Ⅱ頁に次の示唆がある。極めて有用な示唆のように思われる。
各大学では，ハラスメント対策の一環として，防止委員会などを設置している。そして，ハラス
メントの申立があった場合，同委員会の内部に調査部会を設置して調査を行わせ，措置や処分の当
非［ママ］を決定する。しかし，以上見たように，その判断は微妙であり，慎重に調査しようとす
ると長期の期間が必要になる。また，申立をした学生も，当該教員の処分を求めるのが本意ではな
く，その教員の指導から離れる等，修学環境さえ改善すればよいと考えることも多い。
そこで，ハラスメントに対する救済の方法として，処分等のための「調査」だけでなく，環境改
善のための「調整」という方法が，いくつかの大学で用いられている。この調整というのは，ハラ
スメントにつき白黒の判定を下さず（これが重要），修学環境の改善に主眼を置いて，環境調整や
関係調整を行う方式である。具体的には，調整の申立があると，防止委員会（あるいはその内部の
調整部会）が適切な管理責任者（部局長など）を通じて，指導教員，研究室，修学場所の変更その
他の修学上の措置などを行うことをいう。その調整内容に申立人が同意すれば，紛争は解決したこ
とになる。
このように，調整は，教員に求められた教育の自主性・自律性を損なうことなく，学生の修学環
境を改善する方法であり，かつ部局の独立性や権限を活用した大学ならではの解決システムといえ
る。ぜひ活用をおすすめしたい（「調整」については，井口博＝吉武清實『アカデミック・ハラス
メント対策の本格展開』を参照）。

なお，井口・吉武（2012）72−83頁では，「調査」手続に加えて「調整」と「調停」の手続を用意す
る東北大学の例が紹介されている。
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これらから 1つの仮説を立てると，畏怖・畏敬するような偉い相手に対しては，心理

的束縛が生じることがあり得，抗うことなく性交渉関係に入ることがあり，抗えないま

ま，性交渉を持つ関係が続くと，もともと愛情の無い関係であっても「これは恋愛関係

でなければならない，恋愛であればよい」と自己に思い込ませながら関係を続けること

がありうるのではないだろう
114

か。この場合，自己矛盾・葛藤を抱えることとなる。京都

地判平 25. 1. 29私立大学特任教授セクハラ解雇無効事件の被害者は，徐々にその精神

状態が悪化している。判決も，「全体としては原告との関係の継続によって A の精神状

態が悪化していった様子がうかがえる」と認定している。そうであれば，個々の性交渉

に同意があっても，当該疑似恋愛に追い込むこと自体がハラスメントであるという解釈

も可能ではないだろうか。表面的なやり取りが Welcome である（少なくとも Unwelcome

ではない）ように見えても，実際にはそうではなく心理の深層では拒絶している（少な

くとも正常な恋愛ではないという意識が有って自己の内で葛藤している）ものは，

Unwelcome な（望まない・歓迎すべからざる）ものとして分類する必要があるのでは

ないか。「いっそのこと原告と合意の上で恋愛関係にあると受け入れてしまった方が楽

ではないか」という心理が，大学院生 A に，（AX 間の関係に由来する）強いストレス

を強いたがゆえに，裁判所も認める通り「全体としては原告との関係の継続によって

A の精神状態が悪化していった」のだと言えまいか。京都地裁判決は「個々の性交に

ついて A の同意がなかったと認めることはできない」ということで，セクシュアル・

ハラスメントの存在を否定するが，個々の性交について同意が無ければもちろんのこ

と，個々の性交について（外形的に）同意があったとしても，支配従属関係によって正

常な恋愛感覚が麻痺させられている環境下で「原告と合意の上で恋愛関係にあると受け

入れてしまった方が楽である」との心理（無自覚なものも含め）を被害者が持った状態

での性的関係（例えば，言われるがままに性交渉を持つ関係）は，刑法上の強姦罪に隣

接して準強姦罪が存在するのと同様に，民事法たるアンチ・ハラスメント法秩序の中

で，違法視されるべきではないだろうか。

ただ，このように論を進めると，正常な恋愛がやがて破局を迎えた後にハラスメント

の主張がなされた場合と，外形上区別がつかず，法的安定性・加害者側の予測可能性を

害する危険も高い。法的安定性・加害者側の予測可能性を顧慮するなら，支配従属関係

が強く影響する場合（例えば，本件京都地判平 25. 1. 29のようなキャンパス・セクハ
────────────
１１４ 強姦され，その後も性関係を強要された被害者が 3年を経て訴えを提起した熊本地判平 9.6.25（判時

1638号 135頁）が参考となる。判決は原告について（強姦被害者の反応としての分析ではあるが）「……
原告は，被告から結婚したいなどと言われたことにつき，強姦された事実は否定できないとしても，少
しでも被告が原告に愛情があって強姦したのであれば，単なる暴力的な性の捌け口として強姦された場
合よりは救いがあると考え，被告の言葉を信じようとし，被告との性関係を継続したに過ぎないこと，
……」と分析している（138頁）。このように考えると，当初の出来事は恋愛ではなく，ハラスメント
であったものが，被害者の心理上，美化されることは考えられそうである。
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ラ）に限って，いっそのこと，性交渉があればハラスメントの存在を推定・擬制するよ

うな（最初から支配側にリスクへの覚悟を強いる）ルールを検討する方が手っ取り早い

かもしれない。この発想は以下に述べる論点とも関わる。

（2）教員・学生間（師弟間）の性的行為の規制の可否

一般の職場でセクハラとの関連で，社内恋愛の禁止が有効かという議論にも似るが，

もっと議論となりそうであるのが，キャンパス／スクールにおける教員と学生（生徒）

間の性的行為の問題である。

大学が行った懲戒処分が裁判所によって取り消された事案として京都地判平 25. 1. 29

を検証したが，教育機関が考える「処分に相当する行為」と裁判所が考える「違法な行

為」とには微妙なずれが存在するようにも見える。ただ，裁判所は，両者の基準が異な

ることに対して，一定の理解を示し，事実誤認があり，処分が行き過ぎであっても，前

述 3（2）の通り，「学校側が処分を行ったこと」を不法行為としてとがめるのを躊躇し

ている。既述の，「（十分な調査をしたうえで）事実誤認をしてもやむを得ないといえる

特段の事情がある場合には……過失は否定される」というルールは，教育機関なりの判

断基準を思い切って働かせてよいという裁判所のメッセージとも受け取れそうである。

この裁判所の折衷的な結論に影響を与えている可能性があるものとして，学校に期待

される高い倫理基準が挙げられる。繰り返し述べるが，教育機関（アカデミックな環

境）においては，指導教官と学生・大学院生等との間には，支配従属関係やそれに伴う

畏怖感がある。京都地判平 25. 1. 29では，指導教官が敬う学界の大御所が加害者であ

った。支配従属関係を利用すればセクハラを働くことが容易になるた
115

め，教員は，教え

子に対してセクハラすることの無いよう強く自戒すべきであるし，学生の親族そのほか

────────────
１１５ 強調下線につき，強く戒められるべきであろう。思い起こされるのは，米国における職場のセクシュア

ル・ハラスメントを規制する 1964年公民権法タイトルセブンに関する米国連邦最高裁の考え方である。
米国では，職場のセクハラは雇用差別として違法視され，対価（quid pro quo）型と環境（hostile
environment）型に分類される。性的要求の拒絶に対し加害上司が昇格を見送るという不利益措置を取
った場合は前者とされ，雇用主に対して厳格に代位責任が認められ有責となる。不利益措置が取られな
い場合については，1998年の Ellerth 事件判決（Burlington Industries, Inc. v. Ellerth, 524 U.S. 742, 118 S.
Ct. 2257, 141 L.Ed. 2 d 633（1998））及び Faragher 事件判決（Faragher v. City of Boca Raton, 524 U.S.
775, 118 S.Ct. 2275, 141 L.Ed. 2 d 662（1998））において，上司たる地位によりセクハラ実行が容易にな
った場合も，雇用主は原則有責（厳格責任）であると判示された（同じ環境型でも支配的関係の無い同
僚間のセクハラとは扱いが異なる）。加害者・被害者間に支配従属関係がある場合に雇用主の責任を厳
格化する考え方は合理的であるように思える。吉川英一郎（2004）103−105頁参照。厳密には，これは
米国公民権法タイトルセブン適用（職場）の話であり，キャンパス・セクハラの京都地判平 25. 1. 29
とは関連性が薄いし，雇用主の責任を問えるかどうかという点では，日本民法の使用者責任の方が認め
られやすいだろう。タイトルセブン適用にあたっては，当該上司に採用・解雇等の権限が必要とされ
る。長谷川珠子（2014）「Vance v. Ball State University, 133 S. Ct. 2434（2013）－敵対的環境型ハラスメ
ントに関する使用者責任が認められるのは，ハラスメント行為者が被害者に対して具体的な雇用上の決
定権限を有する『監督者』（supervisor）である場合であるとされた事例」『［2014］アメリカ法』209−213
頁参照。
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ステークホルダーはそのようなことの無いよう，当該教育機関に期待する。つまり，教

員には，ある種の清廉潔白性が期待されている。一方，学校と教員とが結んでいる労働

契約上，並びに学校と在学生とが結んでいる在学契約上，平穏静謐な研究教育学習環境

の実現の保証が黙示・内包されていると考えられる。それならば信義則として，教員に

は，環境実現に協力する義務も付随していると考えるべきで，上記清廉潔白性は教員側

の義務の一部として認識できるだろう。

加えて，教員に期待される清廉潔白性は，日本の現時点での民法秩序（一夫一婦制を

婚姻の本質であると想定してお
116

り，不倫は婚姻侵害と呼ばれ不法行為として処理され
117

る）に照らし合わされて理解されるはずである。一夫一婦制ながら婚姻が自由である以

上，師弟間恋愛の規制は基本的には無効であるだろう。しかし，平穏静謐な研究教育学

習環境の実現のためには，師弟間恋愛も一定の制約を受けると考えるべきではないだろ

うか。例えば，男性既婚教授が女子学生と不倫をする場合，あるいは多数の女子学生と

並行的に性的交渉を持つ場合などは，明らかに日本の民法秩序に反する行為であり，そ

れは平穏静謐な研究教育学習環境の実現に反する行為であるので，セクシュアル・ハラ

スメントであるかどうかということとは別に，とがめることもできよう。

また，独身者同士の 1対 1の純粋な恋愛であっても，教員・教え子間のそれは，他の

学校関係者から見れば，性的に不快なものとして映る場合もある。この場合も，不快に

感じた者がセクハラの被害を受けたと言えるかどうかということとは別に，風紀を乱す

という点で平穏静謐な研究教育学習環境の実現に反する場合に該当することもありえよ

う。

上述のように，一般的には（婚姻に至るものは別として），教員と教え子との間の性

的行為はあってはならないものという不文の公序規範があり，世間もそのように期待し

ていると学校も理解している。そうすると，そのようなアカデミック世界の不文律を犯

した「大学院生・教授間のセクハラ・トラブル」に対する大学当局の判定は，公序に反

する（平穏静謐な研究教育学習環境の実現に反する，あるべき教員の姿ではない）行為

である点が加味されて，京都地判平 25. 1. 29のような「ハラスメントかどうかいずれ

とも言えないような微妙な事案」は，クロとされがちであろう（大学は秩序維持のため

にも大学の看板に泥を塗る行為としてクロとしたいところだろう）。しかし，京都地判
────────────
１１６ 二宮周平（2013）『家族法［第 4版］』新世社によれば，日本国憲法下の婚姻制度は一夫一婦主義を採用

し，それは「近代民法の婚姻の本質とされている。パートナー関係の独占排他性である。過去には一夫
多妻制や妻妾制度なども存在したが，現段階では，同時に複数の者と婚姻関係を持つことは公認されて
いない」とされ（30頁），婚姻や内縁といった男女間の共同生活は複数の異性との間に同時に成立しう
ることはありえないということを判示した東京高判平 12. 11. 30（判タ 1107号 232頁）が紹介されてい
る（31頁）。

１１７ 日本では，不倫による婚姻侵害は不法行為であるが，外国ではそうとは限らない。例えば，米国で
criminal conversation（不法行為としての姦通）は，今日多くの州で夫にも妻にもその訴権が認められな
い。田中英夫編集代表『英米法辞典』東京大学出版会，“criminal conversation”の項参照。
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平 25. 1. 29で裁判所は，性的交渉が被害者の意思に反していたと必ずしも言えないと

ころから，懲戒根拠規程の規定するハラスメントに該当しないという理由で懲戒解雇処

分を無効とし，学校の行き過ぎを戒めた。

それを見ると，結局のところ，ハラスメントでないもの（例えば，判例のように，被

害者が被害当時に受け容れていたと認定されるもの）をハラスメントとしてとがめるこ

とには無理があると言えそうである。しかし，学校の秩序に関わるものを，秩序に関わ

るという理由で懲戒することは可能であることを忘れてはならない。

本稿では，詳しく取り上げていないが，大阪地判平 23. 9.
118

15が一例として挙げられ

る。この事例は，被告 Y 大学の准教授である X（原告）について，新入生歓迎会の後，

女子学生 A を自分の研究室に連れ込んでレイプをした旨の記事が雑誌に掲載されたた

め，A が，Y 大学の研究科のセクシュアル・ハラスメント問題小委員会に調査を申し

入れ，正式にセクハラ被害として苦情申告がなされた訳ではないものの，X の所属す

る教授会の懲戒処分決議を経て，Y 大学が X に停職 6ヵ月の懲戒処分を発したという

事件である。X は停職 6ヵ月の処分は重すぎ，処分は違法であると主張して，処分の

無効確認，停職期間中の賃金の支払と不法行為に基づく慰謝料の支払を求めた。学内の

調査報告書には「原告は大学内における性交渉の事実を疑われるような状況をつくって

おり，教育者と学生という立場を超えた親密な交際をしていることから，明らかに大学

の『風紀』（就業規則 37条 1項 6号）を乱していると判断できる。原告に対する懲戒処

分としては停職が適当であると思われる」との意見が示された。裁判所は，これに関し

て，次のように判示する。「原告は……准教授として，上記の大学の果たすべき役割を

積極的に担っていく立場にあり，むしろ学生が安心して教育を受け，研究を行うことが

できるように配慮すべき立場にありながら，自ら，深夜に大学院生である A 女を教育

研究のための施設である研究室に誘い，密室である研究室において性交渉の事実を疑わ

れるような状況を作り出したものである。……風紀及び規律が乱れて被告は上記の大学

の果たすべき役割を果たすことができなくなるといっても過言ではない。そうすると，

上記の原告の行為は，教育機関及び研究機関としての被告の秩序，風紀又は規律を害す

る行為であると評価することができ，就業規則 37条 1項 6号に該当するものと認めら

れ
119

る」。つまり，就業規則の懲戒事由に該当すると判断している。

既述の通り懲戒の程度が重すぎると，処分が無効視される場合もあるだろうが，適正

な程度の懲戒を手段として用いて，平穏静謐な研究教育学習環境の実現を図ることはよ

いだろう。学校組織内でどのような行為・どの程度の行為をもって秩序に反する行為
────────────
１１８ 労判 1039号 73頁。Q 大学（懲戒処分）事件として紹介されている。
１１９ 労判 1039号 87頁。なお，この事件では結局，X の行動は就業規則に抵触しているが，停職 6ヵ月の

処分は，重すぎて相当性を欠き（せいぜい 3ヵ月が相当），懲戒権の濫用であるので違法，無効である
とされた。判決は，未払賃金の支払を認めたが，大学の不法行為責任（慰謝料の支払）は否定した。
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（又は平穏静謐な研究教育学習環境の実現に協力する義務違反行為）であると認定する

かは，学校において，「教員・学生間の自由恋愛（プライバシー領域）をどこまで規制

すべきか」，「恋愛には責任とリスクが伴うはずである」などということとともに，議論

の必要な問題であ
120

る。

Ⅵ お わ り に

男女雇用機会均等法第 11条第 1項によって事業主にセクシュアル・ハラスメント防

止措置義務が課されている点は別として，明文の法条で，学校に対し，ハラスメント防

止措置義務が示されている訳ではないけれども，行政ルールも，民事判例法も，学校が

ハラスメント防止措置をとるよう要求しているのは明らかである。現実に目の前の問題

として，我々学校関係者はどのような点に注意して何をすべきだろうか。判例を読むこ

とで，この問いに対する答えを紡ぐことができるだろうと考え，本稿では，学校，特に

大学で見られるハラスメント問題について，近時の判例傾向を探りながら，その予防と

事後対応において注意すべき点を検討した。

広義のキャンパス・ハラスメントには，企業などの職場のハラスメントと共通する

「職場のハラスメント」も含まれるが，労働法の関わらない，師弟（教授と院生・学生）

間，同級生間といった学び舎におけるハラスメントも含まれる。そこでそれらの法的性

質を再確認しつつ，2つの近時判例傾向を指摘した。すなわち，加害者とされた側が反

撃をする「ファイトバック・ケース」の増加と，セクシュアル・ハラスメント事件にお

いて，ハラスメント行為が「被害者の意に反していたか否か」判定困難なケースが現れ

ていることである。そのような判決例として，前者については，金沢地裁平成 23年 1

月 25日判決（アカハラ事案）と大阪高裁平成 24年 2月 28日判決（キャンパス・セク

ハラ事案）を紹介した。また，後者については，京都地裁平成 25年 1月 29日判決を紹

介した。

本稿では，ハラスメントに対する懲罰も行き過ぎるとファイトバック・ケースになる

ため，被害者保護と加害者懲戒とのバランスに注意すべきこと，及び懲戒処分が後に裁

判所の再審査に付されることについて覚悟すべきであることを指摘した。対応として
────────────
１２０ 2015年 2月 6日付 AFP 通信のインターネット記事によれば，米国ハーバード大学が教授と学生との性

的関係を禁止している。
「米国の一流大学の一つ，ハーバード大学（Harvard University）は先ごろ，学内のセクハラに関する
方針の見直しを実施し，教授に対し，学生と性的な関係を持ってはならないと通知した。見直しを行っ
た同大学の委員会によると教授らは，担当の教員や指導教員であるかどうかにかかわらず，学生と『恋
愛関係または性的関係』を持つことが禁じられる。学部生にも大学院生にも禁止は適用されるという。
（中略）同大学の伝統的なライバルであるエール大学（Yale University）は 2010年に，教授と学部生の
性的関係を禁止している」。
http : //www.afpbb.com/articles/−/3038990（2015年 2月 10日閲覧）。
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は，適正かつ迅速な調査，ハラスメント行為者に対する適正な処分，例えば，（いきな

り厳罰を科さない）段階的処分の採用などが考えられる。また，大学の自治にこだわっ

て教授会メンバーの研究者教員に相談・紛争処理を委ねるばかりでなく，弁護士といっ

た専門家の活用も考えた方が良いし，懲戒手続のみならず組織内 ADR の採用も検討で

きると指摘した。

セクシュアル・ハラスメントについては，被害者を名乗る者が行為時に同意の上だっ

たものを，後にセクシュアル・ハラスメントだったと主張する場合があることを紹介し

たが，この点について，加害者とされかねない人たち，特に上位者の注意を喚起するの

も 1つの方法であろう。また，大学院生・学生等が教授等の教員に畏怖・畏敬の念を持

つということや教員のある種の清廉性への信頼が学校の秩序維持に役立っていることか

ら，学校内で規制されるべきことと，一般の不法行為法で規制される不法行為とでは，

ずれがあって当然であるだろうという考え方を示した。

判例を見る限り，ハラスメントに関する懲戒処分が無効視されるケースは少なくない

ので，学校関係者は，しっかりと事件を調査・検討する必要がある。一方，誤った処分

について慰謝料支払いが命じられないこともあることから，裁判所は，学校が採るハラ

スメント規制に対して，温かい目を持っているとも言えそうである。判例の展開につい

て今後も注視していきたい。

＊追記及び謝辞：本稿は，①同志社大学人権教育委員会（事務局：キリスト教文化センター）から「2013

年度人権研修会」の講師の委嘱を受け，「職場のハラスメント，キャンパスのハラスメント──その賠
償と予防」という演題で講演（2013年 9月 19日）を行った際の調査・研究，②同志社大学倫理審査
室から「キャンパス・ハラスメント防止セミナー」の講師・コーディネーターの委嘱を受け，「日本に
おけるハラスメントの法と判例」という演題の講演及び判例を用いたパネルディスカッション（2014

年 12月 12日）を実施した際の調査・研究，③同志社大学免許資格課程センターから委嘱を受けて，
2011年度以降，教職課程科目「人権教育論」の一部授業の講師を務めた際の調査研究と経験，④中央
労働委員会近畿区域地方調整委員主催セミナー「オープンプラザミーティング」（2014年 9月 3日大
阪で開催）の企画・参加，さらに，⑤筆者が幹事を務める研究会（「関西ハラスメント判例研究会」）
の成果などを総合した賜物である。機会を与えて頂き，また，ご協力頂いた関係者各位に深謝申し上
げる。
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